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(57)【要約】
【課題】本発明の課題は、斜め延伸した際のフィルムのカールが改善され、表示装置に具
備したときの高温高湿環境下での表示ムラが低減した光学フィルムの製造方法を提供する
ことである。
【解決手段】本発明の光学フィルムの製造方法は、溶液流延製膜法により、樹脂と溶媒と
を含有するドープを調製する工程と、支持体上にドープを流延して流延膜を形成する工程
と、残留溶媒を含んだ状態で、前記支持体から前記流延膜を剥離する工程と、剥離した流
延膜を幅手方向に対して斜め方向に延伸する工程と、及び斜め方向に延伸された流延膜を
熱乾燥させて残留溶媒を揮発し、光学フィルムとして巻取る工程とを有し、前記斜め方向
に延伸を開始するときの前記流延膜の残留溶媒量が、２～２０質量％の範囲内であり、前
記斜め方向に延伸後の熱乾燥温度が１００～１４０℃の範囲内で、かつ熱乾燥時間が５～
５０分の範囲内で乾燥することを特徴とする。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　溶液流延製膜法による光学フィルムの製造方法であって、
　樹脂と溶媒とを含有するドープを調製する工程と、
　走行する支持体上に前記ドープを流延して流延膜を形成する工程と、
　前記溶媒を含んだ状態で、前記支持体から前記流延膜を剥離する工程と、
　剥離された前記流延膜の幅手方向の両端を一対の把持具で把持しながら、一方の把持具
を相対的に先行させ、他方の把持具を相対的に遅延させて前記流延膜を搬送することによ
り、前記流延膜を幅手方向に対して斜め方向に延伸する工程と、及び
　前記斜め方向に延伸された前記流延膜を熱乾燥させて残留溶媒を揮発し、光学フィルム
として巻取る工程とを有し、
　前記斜め方向に延伸を開始するときの前記流延膜の残留溶媒量が、２～２０質量％の範
囲内であり、
　前記斜め方向に延伸後の熱乾燥温度が１００～１４０℃の範囲内で、かつ熱乾燥時間が
５～５０分の範囲内で乾燥することを特徴とする光学フィルムの製造方法。
【請求項２】
　前記流延膜の残留溶媒量が、５～２０質量％の範囲内であることを特徴とする請求項１
に記載の光学フィルムの製造方法。
【請求項３】
　前記延伸時に幅手方向に、３～１５℃の範囲内の温度差をつけることを特徴とする請求
項１又は請求項２に記載の光学フィルムの製造方法。
【請求項４】
　前記延伸前に仕上がりの膜厚に対し、幅手方向で２．５～７．５％の範囲内の膜厚差を
つけることを特徴とする請求項１から請求項３までのいずれか一項に記載の光学フィルム
の製造方法。
【請求項５】
　前記熱乾燥時のフィルムの張力を、５０～１５０Ｎ／ｍの範囲内とすることを特徴とす
る請求項１から請求項４までのいずれか一項に記載の光学フィルムの製造方法。
【請求項６】
　請求項１から請求項５までのいずれか一項に記載の光学フィルムの製造方法によって製
造された光学フィルムを具備することを特徴とする円偏光板。
【請求項７】
　請求項１から請求項５までのいずれか一項に記載の光学フィルムの製造方法によって製
造された光学フィルムを具備することを特徴とする表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光学フィルムの製造方法、光学フィルム、円偏光板及び表示装置に関する。
詳しくは、斜め延伸した際のフィルムのカールが改善され、表示装置に具備したときの高
温高湿環境下での表示ムラが低減した光学フィルムの製造方法、光学フィルム、円偏光板
及び表示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年のスマートフォンやタブレット等の普及に伴い、斜め延伸された光学フィルムの需
要が高まってきた。長尺状の光学フィルムを斜め延伸しフィルム面内の遅相軸を４５°方
向に付与することによって、長手方向に吸収軸を有する長尺状偏光子とロールｔｏロール
にて貼合することで、容易に長尺状円偏光板を作製することが可能となる。
【０００３】
　前記長尺状偏光子と貼合する際には、光学フィルムにカール等がないことが偏光板の歩
留まりを向上する上で必要になる。
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【０００４】
　例えば、特許文献１には、側鎖にエステル基を有する環状ポリオレフィン樹脂を含有し
て形成される環状ポリオレフィン樹脂層をケン化した後、該層上に水溶性樹脂を含む層を
設けたことを特徴とする環状ポリオレフィンフィルムを用いることで、偏光板のカールを
抑制できると記載されている。
【０００５】
　しかしながら、斜め延伸されたフィルムは延伸方向（遅相軸方向）と直交する方向の収
縮により、搬送方向に対して斜め方向のカールが生じやすい。この斜め方向のカールは前
記偏光板の加工時に歩留りを悪くさせるだけでなく、当該偏光板を表示装置に具備した際
に、高温高湿環境下等の過酷な環境にさらされた状態にあると、表示装置の一対の角にだ
けムラが生じてしまう現象がみられた。このムラは、当該部位の表示画像のコントラスト
や色味を損なう。
【０００６】
　したがって、斜め延伸しても斜め方向のカールが生じず、搬送方向に対して斜め方向に
遅相軸を有する斜め延伸された長尺状の光学フィルムが要望されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００７－９０６１３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　本発明は、上記問題・状況に鑑みてなされたものであり、その解決課題は、斜め延伸し
た際のフィルムのカールが改善され、表示装置に具備したときの高温高湿環境下での表示
ムラが低減した光学フィルムの製造方法、光学フィルム、円偏光板及び表示装置を提供す
ることである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明者は、上記課題を解決すべく、上記問題の原因等について検討する過程において
、流延膜を斜め方向に延伸する際に特定の残留溶媒量で延伸し、次いで特定の乾燥温度及
び乾燥時間で乾燥して光学フィルムを製造することで、斜め延伸した際のフィルムのカー
ルが改善され、表示装置に具備したときの高温高湿環境下での表示ムラを低減した光学フ
ィルムの製造方法が得られることを見出した。
【００１０】
　すなわち、本発明に係る上記課題は、以下の手段により解決される。
【００１１】
　１．溶液流延製膜法による光学フィルムの製造方法であって、
　樹脂と溶媒とを含有するドープを調製する工程と、
　走行する支持体上に前記ドープを流延して流延膜を形成する工程と、
　前記溶媒を含んだ状態で、前記支持体から前記流延膜を剥離する工程と、
　剥離された前記流延膜の幅手方向の両端を一対の把持具で把持しながら、一方の把持具
を相対的に先行させ、他方の把持具を相対的に遅延させて前記流延膜を搬送することによ
り、前記流延膜を幅手方向に対して斜め方向に延伸する工程と、及び
　前記斜め方向に延伸された前記流延膜を熱乾燥させて残留溶媒を揮発し、光学フィルム
として巻取る工程とを有し、
　前記斜め方向に延伸を開始するときの前記流延膜の残留溶媒量が、２～２０質量％の範
囲内であり、
　前記斜め方向に延伸後の熱乾燥温度が１００～１４０℃の範囲内で、かつ熱乾燥時間が
５～５０分の範囲内で乾燥することを特徴とする光学フィルムの製造方法。
【００１２】
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　２．前記流延膜の残留溶媒量が、５～２０質量％の範囲内であることを特徴とする第１
項に記載の光学フィルムの製造方法。
　３．前記延伸時に幅手方向に、３～１５℃の範囲内の温度差をつけることを特徴とする
第１項又は第２項に記載の光学フィルムの製造方法。
【００１３】
　４．前記延伸前に仕上がりの膜厚に対し、幅手方向で２．５～７．５％の範囲内の膜厚
差をつけることを特徴とする第１項から第３項までのいずれか一項に記載の光学フィルム
の製造方法。
【００１４】
　５．前記熱乾燥時のフィルムの張力を、５０～１５０Ｎ／ｍの範囲内とすることを特徴
とする第１項から第４項までのいずれか一項に記載の光学フィルムの製造方法。
【００１５】
　６．第１項から第５項までのいずれか一項に記載の光学フィルムの製造方法によって製
造された光学フィルムを具備することを特徴とする円偏光板。
【００１６】
　７．第１項から第５項までのいずれか一項に記載の光学フィルムの製造方法によって製
造された光学フィルムを具備することを特徴とする表示装置。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の上記手段により、斜め延伸した際のフィルムのカールが改善され、表示装置に
具備したときの高温高湿環境下での表示ムラが低減した光学フィルムの製造方法、光学フ
ィルム、円偏光板及び表示装置を提供することができる。
【００１８】
　本発明の効果の発現機構ないし作用機構については、明確にはなっていないが、以下の
ように推察している。
【００１９】
　本発明者は、斜め延伸した際のフィルムのカールを改善する過程において、延伸時に特
定の残留溶媒量で斜め延伸し、当該延伸後特定の温度及び時間で熱乾燥することで、斜め
延伸されたフィルムの延伸方向と直交する方向の収縮応力を緩和することによってカール
が解消されることを見出した。
【００２０】
　すなわち、延伸時に特定の範囲内の残留溶媒がフィルム内にあることにより、樹脂に過
度な応力をかけずに、斜め方向に当該樹脂を配向させることが可能となり、その後残留溶
媒を特定の温度及び時間で熱乾燥して揮発することにより、フィルム内に残留する収縮応
力を十分に緩和することができ、カールの発生を改善できるものと推察される。
【００２１】
　その結果、カールの発生を改善できた光学フィルムは表示装置に具備された際に、高温
高湿環境下でのカール耐性も向上し、表示ムラがより低減できるものと推察される。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明に好ましい溶液流延製膜方法のドープ調製工程、流延工程及び乾燥工程の
一例を模式的に示した図
【図２】本発明の製造方法に用いられる延伸装置の一例の全体構成を説明する概略平面図
【図３】本発明に係る斜め延伸の一つの実施形態を説明する模式図
【図４】図３に示す斜め延伸の際の延伸装置の各ゾーンとクリップピッチとの関係を示す
グラフ
【図５】膜厚が幅手方向に一定の流延膜の斜め延伸前後での幅手方向に沿った断面図
【図６】図４の膜厚分布と厚さ方向に対称な膜厚分布を持つ流延膜の斜め延伸前後での幅
手方向に沿った断面図
【図７】熱処理時の温度分布を流延膜の膜厚分布と併せて示す説明図
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【図８】本発明の表示装置の構成の一例を示す概略断面図
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　本発明の光学フィルムの製造方法は、溶液流延製膜法による光学フィルムの製造方法で
あって、樹脂及び溶媒を含有するドープを調製し、当該ドープを支持体上に流延して流延
膜を形成し、当該流延膜を斜め方向に延伸する際に特定の残留溶媒量で延伸し、次いで特
定の乾燥温度及び乾燥時間で乾燥して光学フィルムを製造することを特徴とする。この特
徴は、請求項１から請求項７までの請求項に係る発明に共通する技術的特徴である。
【００２４】
　本発明の実施態様としては、本発明の効果発現の観点から、前記流延膜の残留溶媒量が
、５～２０質量％の範囲内であることが好ましい。カールの抑制効果は２～２０質量％の
範囲内であることによって達成されるが、５～２０質量の範囲であれば十分にカールを抑
制する効果を発現し、より好ましい。
　また、前記延伸時に幅手方向に３～１５℃の範囲内の温度差を付けることで、斜め延伸
する際に把持具の先行側は遅延側よりも相対的に延伸されやすくなるため、左右の延伸応
力差の影響をキャンセルすることができ、フィルムの幅手で均一な位相差のフィルムを作
製するために、好ましい。
【００２５】
　また、前記延伸前に仕上がりの膜厚に対し、２．５～７．５％の範囲内の膜厚差を幅手
方向につけることも、幅手左右での相対的な延伸倍率の違いや、幅手の延伸温度の違いの
影響をキャンセルでき、得られるフィルムの幅手の膜厚の均一性を保つために、好ましい
実施態様である。
【００２６】
　さらに、前記熱乾燥時のフィルムの張力を、５０～１５０Ｎ／ｍの範囲内とすることが
、前記遅相軸に直交する方向の収縮応力を適度に緩和しながら搬送することで、延伸後の
幅手の配向角の均一性を保てる観点から、好ましい実施態様である。
【００２７】
　本発明の光学フィルムの製造方法によって製造された光学フィルムは、円偏光板及び表
示装置に好適に具備される。これにより、歩留まりの高い偏光板及び表示ムラの低減した
表示装置が得られるという効果が得られる。
【００２８】
　以下、本発明とその構成要素、及び本発明を実施するための形態・態様について詳細な
説明をする。なお、本願において、「～」は、その前後に記載される数値を下限値及び上
限値として含む意味で使用する。
【００２９】
　≪本発明の光学フィルムの製造方法の概要≫
　溶液流延製膜法による光学フィルムの製造方法であって、
　樹脂と有機溶媒とを含有するドープを調製するドープ調製工程と、
　走行する支持体上に前記ドープを流延して流延膜を形成する工程と、
　前記溶媒を含んだ状態で、前記支持体から前記流延膜を剥離する工程と、
　剥離された前記流延膜の幅手方向の両端を一対の把持具で把持しながら、一方の把持具
を相対的に先行させ、他方の把持具を相対的に遅延させて前記流延膜を搬送することによ
り、前記流延膜を幅手方向に対して斜め方向に延伸する工程と、及び
　前記斜め方向に延伸された前記流延膜を熱乾燥させて残留溶媒を揮発し、光学フィルム
として巻取る工程とを有し、
　前記斜め方向に延伸を開始するときの前記流延膜の残留溶媒量が、２～２０質量％の範
囲内であり、
　前記斜め方向に延伸後の熱乾燥温度が１００～１４０℃の範囲内で、かつ熱乾燥時間が
５～５０分の範囲内で乾燥することを特徴とする。
〔１〕光学フィルムの製造方法
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　本発明の光学フィルムの製造方法は、溶液流延製膜法による光学フィルムの製造方法で
あり、ドープを調製する工程、流延膜を形成する工程、流延膜を剥離する工程、斜め方向
に延伸する工程及び乾燥して巻取る工程を有し、前記斜め方向に延伸する工程において、
前記斜め方向に延伸するときの前記流延膜の残留溶媒量が、２～２０質量％の範囲内であ
り、前記斜め方向に延伸後の熱乾燥温度が１００～１４０℃の範囲内で、かつ熱乾燥時間
が５～５０分の範囲内で乾燥することを特徴とする。
【００３０】
　以上の工程を図をもって説明する。
【００３１】
　図１は、本発明に好ましい溶液流延製膜方法のドープ調製工程、流延工程、乾燥工程及
び巻取り工程の一例を模式的に示した図である。
【００３２】
　光学フィルムにマット剤を用いる場合は、分散機によって溶媒とマット剤を分散させた
微粒子分散液は仕込み釜４１から濾過器４４を通過しストック釜４２にストックされる。
一方主ドープである樹脂は溶媒とともに溶解釜１にて溶解され、適宜ストック釜４２に保
管されているマット剤が添加されて混合され主ドープを形成する。得られた主ドープは、
濾過器３、ストック釜４から濾過器６によって濾過され、合流管２０によって添加剤が添
加されて、混合機２１で混合されて加圧ダイ３０に液送される。
【００３３】
　一方、添加剤（例えば紫外線吸収剤、位相差上昇剤など）は、溶媒に溶解され、添加剤
仕込み釜１０から濾過器１２を通過してストック釜１３にストックされる。その後、濾過
器１５を通して導管１６を経由して合流管２０、混合機２１によって主ドープと混合され
る。
【００３４】
　加圧ダイ３０に液送された主ドープは、金属ベルト状の支持体３１上に流延されて流延
膜（ウェブともいう。）３２を形成し、所定の乾燥後剥離位置３３で剥離されフィルムを
得る。剥離された流延膜３２は、第１乾燥装置３４にて多数の搬送ローラーに通しながら
、所定の残留溶媒量になるまで乾燥された後、後述する斜め延伸装置３５によって長手に
対して斜め方向に延伸される。延伸後、第２乾燥装置３６によって所定の残留溶媒量にな
るまで、搬送ローラー３７により搬送しながら乾燥し、巻取り装置３８によって、ロール
状に巻取られる。
【００３５】
　以下、各工程について説明する。下記説明では本発明に好ましいシクロオレフィン樹脂
を本発明に係る「樹脂」として、又本発明に係る溶媒は「有機溶媒」として説明する。
【００３６】
　（１）ドープ調製工程
　最初に本発明に係る樹脂について説明する。当該樹脂は特に制限されるものではないが
、例えば、セルロースジアセテート、セルロースアセテートブチレート、セルロースアセ
テートフタレート、セルローストリアセテート、セルロースナイトレート、セルロースア
セテートプロピオネート、セルロースエーテル等のセルロース誘導体、ポリエステル、ポ
リエチレン、ポリプロピレン、セロファン、ポリ塩化ビニリデン、ポリビニルアルコール
、ポリビニルアセタール、ポリビニルブチラール、エチレンビニルアルコール、シンジオ
タクティックポリスチレン、ポリカーボネート、ノルボルネン樹脂、ポリメチルペンテン
、シクロオレフィン樹脂、ポリエーテルケトン、ポリエーテルスルホン、ポリスルホン、
ポリエーテルケトンイミド、ポリアミド、フッ素樹脂、ナイロン、ポリメチルメタクリレ
ート、ポリエーテルスルホン、脂環式ポリイミド、アクリル樹脂又はポリアリレート樹脂
等を挙げることができる。これらの樹脂を混合して使用してもよい。
【００３７】
　中でも、前記樹脂が、シクロオレフィン樹脂であることが、取り扱い性、位相差等の光
学特性及びフィルムの機械的強度や透水性等の物性に優れ、さらに疎水性樹脂であるため
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本発明の課題である高温高湿環境下でのカールによる表示ムラを低減する観点から特に好
ましい。以下、シクロオレフィン樹脂について説明する。
【００３８】
　本発明に用いられるシクロオレフィン樹脂としては、次のような（共）重合体が挙げら
れる。
【００３９】
【化１】

　〔式中、Ｒ１～Ｒ４は、それぞれ独立に、水素原子、炭化水素基、ハロゲン原子、ヒド
ロキシ基、エステル基、アルコキシ基、シアノ基、アミド基、イミド基、シリル基、又は
極性基（すなわち、ハロゲン原子、ヒドロキシ基、エステル基、アルコキシ基、シアノ基
、アミド基、イミド基、又はシリル基）で置換された炭化水素基である。ただし、Ｒ１～
Ｒ４は、二つ以上が互いに結合して、不飽和結合、単環又は多環を形成していてもよく、
この単環又は多環は、二重結合を有していても、芳香環を形成してもよい。Ｒ１とＲ２と
で、又はＲ３とＲ４とで、アルキリデン基を形成していてもよい。ｐ、ｍは０以上の整数
である。〕
　上記一般式（１）中、Ｒ１及びＲ３が水素原子又は炭素数１～１０、さらに好ましくは
１～４、特に好ましくは１～２の炭化水素基であり、Ｒ２及びＲ４が水素原子又は１価の
有機基であって、Ｒ２及びＲ４の少なくとも一つは水素原子及び炭化水素基以外の極性を
有する極性基を示し、ｍは０～３の整数、ｐは０～３の整数であり、より好ましくはｍ＋
ｐ＝０～４、さらに好ましくは０～２、特に好ましくはｍ＝１、ｐ＝０であるものである
。ｍ＝１、ｐ＝０である特定単量体は、得られるシクロオレフィン樹脂のガラス転移温度
が高くかつ機械的強度も優れたものとなる点で好ましい。
【００４０】
　上記特定単量体の極性基としては、カルボキシ基、ヒドロキシ基、アルコキシカルボニ
ル基、アリルオキシカルボニル基、アミノ基、アミド基、シアノ基などが挙げられ、これ
ら極性基はメチレン基などの連結基を介して結合していてもよい。また、カルボニル基、
エーテル基、シリルエーテル基、チオエーテル基、イミノ基など極性を有する２価の有機
基が連結基となって結合している炭化水素基なども極性基として挙げられる。これらの中
では、カルボキシ基、ヒドロキシ基、アルコキシカルボニル基又はアリロキシカルボニル
基が好ましく、特にアルコキシカルボニル基又はアリルオキシカルボニル基が好ましい。
【００４１】
　さらに、Ｒ２及びＲ４の少なくとも一つが式－（ＣＨ２）ｎＣＯＯＲで表される極性基
である単量体は、得られるシクロオレフィン樹脂が高いガラス転移温度と低い吸湿性、各
種材料との優れた密着性を有するものとなる点で好ましい。上記の特定の極性基にかかる
式において、Ｒは炭素原子数１～１２、さらに好ましくは１～４、特に好ましくは１～２
の炭化水素基、好ましくはアルキル基である。
【００４２】
　共重合性単量体の具体例としては、シクロブテン、シクロペンテン、シクロヘプテン、
シクロオクテン、ジシクロペンタジエンなどのシクロオレフィンを挙げることができる。
【００４３】
　シクロオレフィンの炭素数としては、４～２０が好ましく、さらに好ましいのは５～１
２である。
【００４４】
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　本発明において、シクロオレフィン樹脂は１種単独で、又は２種以上を併用することが
できる。
【００４５】
　本発明に係るシクロオレフィン樹脂の好ましい分子量は、固有粘度〔η〕ｉｎｈで０．
２～５ｃｍ３／ｇ、さらに好ましくは０．３～３ｃｍ３／ｇ、特に好ましくは０．４～１
．５ｃｍ３／ｇであり、ゲルパーミエーションクロマトグラフィー（ＧＰＣ）で測定した
ポリスチレン換算の数平均分子量（Ｍｎ）は８０００～１０００００、さらに好ましくは
１００００～８００００、特に好ましくは１２０００～５００００であり、重量平均分子
量（Ｍｗ）は２００００～３０００００、さらに好ましくは３００００～２５００００、
特に好ましくは４００００～２０００００の範囲のものが好適である。
【００４６】
　固有粘度〔η〕ｉｎｈ、数平均分子量及び重量平均分子量が上記範囲にあることによっ
て、シクロオレフィン樹脂の耐熱性、耐水性、耐薬品性、機械的特性と、本発明の光学フ
ィルムであるシクロオレフィンフィルムとしての成形加工性が良好となる。
【００４７】
　本発明に係るシクロオレフィン樹脂のガラス転移温度（Ｔｇ）としては、通常、１１０
℃以上、好ましくは１１０～３５０℃、さらに好ましくは１２０～２５０℃、特に好まし
くは１２０～２２０℃である。Ｔｇが１１０℃未満の場合は、高温条件下での使用、又は
コーティング、印刷などの二次加工により変形するので好ましくない。一方、Ｔｇが３５
０℃を超えると、成形加工が困難になり、また成形加工時の熱によって樹脂が劣化する可
能性が高くなる。
【００４８】
　シクロオレフィン樹脂には、本発明の効果を損なわない範囲で、例えば特開平９－２２
１５７７号公報、特開平１０－２８７７３２号公報に記載されている、特定の炭化水素系
樹脂、又は公知の熱可塑性樹脂、熱可塑性エラストマー、ゴム質重合体、有機微粒子、無
機微粒子などを配合しても良く、可塑剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、位相差調整剤など
の添加剤を含んでも良い。
【００４９】
　以上説明したシクロオレフィン樹脂は、市販品を好ましく用いることができ、市販品の
例としては、ＪＳＲ（株）からアートン（ＡＲＴＯＮ）Ｇ、アートンＦ、アートンＲ、及
びアートンＲＸという商品名で発売されており、また日本ゼオン（株）からゼオノア（Ｚ
ＥＯＮＯＲ）ＺＦ１４、ＺＦ１６、ゼオネックス（ＺＥＯＮＥＸ）２５０又はゼオネック
ス２８０という商品名で市販されており、これらを使用することができる。
【００５０】
　前記シクロオレフィン樹脂に対する良溶媒を主とする有機溶媒に、溶解釜中で当該シク
ロオレフィン樹脂、場合によってその他の化合物を撹拌しながら溶解しドープを調製する
工程、又は当該シクロオレフィン樹脂溶液に、その他の化合物溶液を混合して主溶解液で
あるドープを調製する工程である。
【００５１】
　本発明の光学フィルムを溶液流延法で製造する場合、ドープを形成するのに有用な有機
溶媒は、シクロオレフィン樹脂、その他の化合物を同時に溶解するものであれば制限なく
用いることができる。
【００５２】
　用いられる有機溶媒としては、例えば、クロロホルム、ジクロロメタンなどの塩素系溶
媒；トルエン、キシレン、ベンゼン、及びこれらの混合溶媒などの芳香族系溶媒；メタノ
ール、エタノール、イソプロパノール、ｎ－ブタノール、２－ブタノールなどのアルコー
ル系溶媒；メチルセロソルブ、エチルセロソルブ、ブチルセロソルブ、ジメチルホルムア
ミド、ジメチルスルホキシド、ジオキサン、シクロヘキサノン、テトラヒドロフラン、ア
セトン、メチルエチルケトン（ＭＥＫ）、酢酸エチル、ジエチルエーテル；などが挙げら
れる。これら溶媒は１種のみ用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
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【００５３】
　本発明に用いられる有機溶媒は、良溶媒と貧溶媒の混合溶媒であることが好ましく、当
該良溶媒は、例えば、塩素系有機溶媒としては、ジクロロメタン、非塩素系有機溶媒とし
ては、酢酸メチル、酢酸エチル、酢酸アミル、アセトン、メチルエチルケトン、テトラヒ
ドロフラン、１，３－ジオキソラン、１，４－ジオキサン、シクロヘキサノン、ギ酸エチ
ル、２，２，２－トリフルオロエタノール、２，２，３，３－ヘキサフルオロ－１－プロ
パノール、１，３－ジフルオロ－２－プロパノール、１，１，１，３，３，３－ヘキサフ
ルオロ－２－メチル－２－プロパノール、１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロ－２
－プロパノール、２，２，３，３，３－ペンタフルオロ－１－プロパノール、ニトロエタ
ン、メタノール、エタノール、ｎ－プロパノール、ｉｓｏ－プロパノール、ｎ－ブタノー
ル、ｓｅｃ－ブタノール、ｔｅｒｔ－ブタノール等が挙げられ、中でもジクロロメタンで
あることが好ましい。当該良溶媒は、溶媒全体量に対して５５質量％以上を用いることが
好ましく、より好ましくは７０質量％以上、更に好ましくは８０質量％以上用いることで
ある。
【００５４】
　貧溶媒はアルコール系溶媒であることが好ましく、当該アルコール系溶媒が、メタノー
ル、エタノール及びブタノールから選択されることが、剥離性を改善し、高速度流延を可
能にする観点から好ましい。中でもメタノール又はエタノールを用いることが好ましい。
ドープ中のアルコールの比率が高くなると流延膜がゲル化し、金属支持体からの剥離が容
易になり、また、アルコールの割合が少ないときは非塩素系有機溶媒系でのシクロオレフ
ィン樹脂及びその他の化合物の溶解を促進する役割もある。本発明の光学フィルムの製膜
においては、得られる光学フィルムの平面性を高める点から、アルコール濃度が０．５～
１５．０質量％の範囲内にあるドープを用いて製膜することが好ましい。
【００５５】
　シクロオレフィン樹脂、その他の化合物の溶解には、常圧で行う方法、主溶媒の沸点以
下で行う方法、主溶媒の沸点以上で加圧して行う方法、特開平９－９５５４４号公報、特
開平９－９５５５７号公報、又は特開平９－９５５３８号公報に記載の如き冷却溶解法で
行う方法、特開平１１－２１３７９号公報に記載されている高圧で行う方法等種々の溶解
方法を用いることができるが、特に主溶媒の沸点以上で加圧して行う方法が好ましい。
【００５６】
　ドープ中のシクロオレフィン樹脂の濃度は、１０～４０質量％の範囲であることが好ま
しい。溶解中又は後のドープに化合物を加えて溶解及び分散した後、濾材で濾過し、脱泡
して送液ポンプで次工程に送る。
【００５７】
　ドープの濾過については、好ましくはリーフディスクフィルターを具備する主な濾過器
３で、ドープを例えば９０％捕集粒子径が微粒子の平均粒子径の１０倍～１００倍の濾材
で濾過することが好ましい。
【００５８】
　本発明において、濾過に使用する濾材は、絶対濾過精度が小さい方が好ましいが、絶対
濾過精度が小さすぎると、濾過材の目詰まりが発生しやすく、濾材の交換を頻繁に行なわ
なければならず、生産性を低下させるという問題点ある。
【００５９】
　このため、本発明において、シクロオレフィン樹脂を溶解したドープに使用する濾材は
、絶対濾過精度０．００８ｍｍ以下のものが好ましく、０．００１～０．００８ｍｍの範
囲が、より好ましく、０．００３～０．００６ｍｍの範囲の濾材がさらに好ましい。
【００６０】
　濾材の材質には、特に制限はなく、通常の濾材を使用することができるが、ポリプロピ
レン、テフロン（登録商標）等のプラスチック繊維製の濾材やステンレス繊維等の金属製
の濾材が繊維の脱落等がなく好ましい。
【００６１】
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　本発明において、濾過の際のドープの流量が、１０～８０ｋｇ／（ｈ・ｍ２）、好まし
くは２０～６０ｋｇ／（ｈ・ｍ２）であることが好ましい。ここで、濾過の際のドープの
流量が、１０ｋｇ／（ｈ・ｍ２）以上であれば、効率的な生産性となり、濾過の際のドー
プの流量が、８０ｋｇ／（ｈ・ｍ２）以内であれば、濾材にかかる圧力が適正となり、濾
材を破損させることがなく、好ましい。
【００６２】
　濾圧は、３５００ｋＰａ以下であることが好ましく、３０００ｋＰａ以下が、より好ま
しく、２５００ｋＰａ以下であることがさらに好ましい。なお、濾圧は、濾過流量と濾過
面積を適宜選択することで、コントロールできる。
【００６３】
　多くの場合、主ドープには返材が１０～５０質量％程度含まれることがある。
【００６４】
　返材とは、例えば本発明の光学フィルムを細かく粉砕した物で、光学フィルムを製膜す
るときに発生する、フィルムの両サイド部分を切り落とした物や、擦り傷などでフィルム
の規定値を越えた光学フィルム原反が使用される。
【００６５】
　また、ドープ調製に用いられる樹脂の原料としては、あらかじめシクロオレフィン樹脂
及びその他の化合物などをペレット化したものも、好ましく用いることができる。
【００６６】
　（２）流延工程
　（２－１）ドープの流延
　ドープを、送液ポンプ（例えば、加圧型定量ギヤポンプ）を通して加圧ダイ３０に送液
し、無限に移送する無端の金属支持体３１、例えば、ステンレスベルト、又は回転する金
属ドラム等の金属支持体上の流延位置に、加圧ダイスリットからドープを流延する工程で
ある。
【００６７】
　流延（キャスト）工程における金属支持体は、表面を鏡面仕上げしたものが好ましく、
金属支持体としては、ステンレススティールベルト若しくは鋳物で表面をメッキ仕上げし
たドラムが好ましく用いられる。キャストの幅は１～４ｍの範囲、好ましくは１．３～３
ｍの範囲、さらに好ましくは１．５～２．８ｍの範囲とすることができる。流延工程の金
属支持体の表面温度は－５０℃～溶剤が沸騰して発泡しない温度以下、さらに好ましくは
－３０～０℃の範囲に設定される。温度が高い方が流延膜（流延用支持体上にドープを流
延し、形成されたドープ膜を流延膜又はウェブともいう。）の乾燥速度が速くできるので
好ましいが、余り高すぎると流延膜が発泡したり、平面性が劣化する場合がある。好まし
い支持体温度としては０～１００℃で適宜決定され、５～３０℃の範囲が更に好ましい。
又は、冷却することによって流延膜をゲル化させて残留溶媒を多く含んだ状態でドラムか
ら剥離することも好ましい方法である。金属支持体の温度を制御する方法は特に制限され
ないが、温風又は冷風を吹きかける方法や、温水を金属支持体の裏側に接触させる方法が
ある。温水を用いる方が熱の伝達が効率的に行われるため、金属支持体の温度が一定にな
るまでの時間が短く好ましい。温風を用いる場合は溶媒の蒸発潜熱による流延膜の温度低
下を考慮して、溶媒の沸点以上の温風を使用しつつ、発泡も防ぎながら目的の温度よりも
高い温度の風を使う場合がある。特に、流延から剥離するまでの間で支持体の温度及び乾
燥風の温度を変更し、効率的に乾燥を行うことが好ましい。
【００６８】
　ダイは、ダイの口金部分のスリット形状を調整でき、膜厚を均一にしやすい加圧ダイが
好ましい。加圧ダイには、コートハンガーダイやＴダイ等があり、いずれも好ましく用い
られる。金属支持体の表面は鏡面となっている。製膜速度を上げるために加圧ダイを金属
支持体上に２基以上設け、ドープ量を分割して積層してもよい。
【００６９】
　（２－２）溶媒蒸発工程
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　流延膜を流延用支持体上で加熱し、溶媒を蒸発させる工程である。
【００７０】
　溶媒を蒸発させるには、流延膜側から風を吹かせる方法又は支持体の裏面から液体によ
り伝熱させる方法、輻射熱により表裏から伝熱する方法等があるが、裏面液体伝熱方法が
、乾燥効率が良く好ましい。また、それらを組み合わせる方法も好ましく用いられる。流
延後の支持体上の流延膜を３０～１００℃の雰囲気下、支持体上で乾燥させることが好ま
しい。３０～１００℃の雰囲気下に維持するには、この温度の温風を流延膜上面に当てる
か赤外線等の手段により加熱することが好ましい。
【００７１】
　面品質、透湿性、剥離性の観点から、３０～１８０秒以内で当該流延膜を支持体から剥
離することが好ましい。
【００７２】
　（２－３）剥離工程
　金属支持体上で溶媒が蒸発した流延膜を、剥離位置で剥離する工程である。剥離された
流延膜はフィルムとして次工程に送られる。
【００７３】
　金属支持体上の剥離位置における温度は好ましくは１０～４０℃の範囲であり、さらに
好ましくは１１～３０℃の範囲である。
【００７４】
　本発明では、前記溶媒蒸発工程で流延膜中の溶媒を蒸発するが、剥離する時点での金属
支持体上での流延膜の残留溶媒量は、１５～１００質量％の範囲内とすることが好ましい
。残留溶媒量の制御は、前記溶媒蒸発工程における乾燥温度及び乾燥時間で行うことが好
ましい。
【００７５】
　前記残留溶媒量が１５質量％以上であれば、支持体上での乾燥過程において、添加剤、
例えばマット剤等が厚さ方向に分布を持たずフィルム中に均一に分散した状態になるため
好ましい。
【００７６】
　また、前記残留溶媒量が１００質量％以内であれば、フィルムが自己支持性を有し、フ
ィルムの剥離不良を回避でき、流延膜の機械的強度も保持できることから剥離時の平面性
が向上し、剥離張力によるツレや縦スジの発生を抑制できる。
【００７７】
　流延膜又はフィルムの残留溶媒量は下記式（Ｚ）で定義される。
【００７８】
　式（Ｚ）
　　　残留溶媒量（％）＝（流延膜又はフィルムの加熱処理前質量－流延膜又はフィルム
の加熱処理後質量）／（流延膜又はフィルムの加熱処理後質量）×１００
　なお、残留溶媒量を測定する際の加熱処理とは、１１５℃で１時間の加熱処理を行うこ
とを表す。
【００７９】
　金属支持体から流延膜を剥離してフィルムとする際の剥離張力は、通常、１９６～２４
５Ｎ／ｍの範囲内であるが、剥離の際に皺が入りやすい場合、１９０Ｎ／ｍ以下の張力で
剥離することが好ましい。
【００８０】
　本発明においては、当該金属支持体上の剥離位置における温度を－５０～４０℃の範囲
内とするのが好ましく、１０～４０℃の範囲内がより好ましく、１５～３０℃の範囲内と
するのが最も好ましい。
【００８１】
　（３）乾燥及び延伸工程
　乾燥工程は予備乾燥工程（第１乾燥工程）、本乾燥工程（第２乾燥工程）に分けて行う
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こともできる。
【００８２】
　（３－１）予備乾燥工程
　金属支持体から流延膜剥離して得られたフィルムは第１乾燥装置３４にて予備乾燥させ
る。フィルムの予備乾燥は、フィルムを、上下に配置した多数のローラーにより搬送しな
がら乾燥させてもよいし、テンター乾燥機のようにフィルムの両端部をクリップで固定し
て搬送しながら乾燥させてもよい。
【００８３】
　流延膜を乾燥させる手段は特に制限なく、一般的に熱風、赤外線、加熱ローラー、マイ
クロ波等で行うことができるが、簡便さの点で、熱風で行うことが好ましい。
【００８４】
　流延膜の予備乾燥工程における乾燥温度は好ましくはフィルムのガラス転移点－５℃以
下であって、３０℃以上の温度で１分以上３０分以下の熱処理を行うことが効果的である
。乾燥温度は４０～１５０℃の範囲内、更に好ましくは５０～１００℃の範囲内で乾燥が
行われる。
【００８５】
　本発明では、この乾燥工程にて後述する延伸時のフィルム中の残留溶媒量を調整するこ
とが好ましい。当該残留溶媒量は延伸工程の初期に行ってもよいが、残留溶媒量の制御は
、前記予備乾燥工程における乾燥温度及び乾燥時間で行うことが好ましい。
【００８６】
　（３－２）延伸工程
　本発明の光学フィルムは、延伸装置３５にて特定の残留溶媒量下で延伸することで、斜
め方向への延伸によって発生するカールの発生を低減することができ、さらにフィルム内
の分子の配向を制御することで、目標とするリターデーション値Ｒｏ及びＲｔを得ること
ができる。
【００８７】
　本発明の光学フィルムの製造方法は、当該フィルムを斜め方向に延伸する工程において
、延伸開始時の残留溶媒量を２～２０質量％の範囲内することが特徴である。好ましくは
５～２０質量％の範囲内であるとより十分にカールを抑制する効果を発現する。
【００８８】
　延伸開始時の残留溶媒量が２質量％未満であると、延伸されたフィルムに残留応力がか
かり過ぎるため、斜め延伸時のカールの発生が大きくなり、好ましくない。また、高温延
伸によりフィルムの残留溶媒を減少させようとすると所望の位相差が得られない。
【００８９】
　一方、残留溶媒量が２０質量％を超えると、延伸時に応力が掛かりにくくなるため、位
相差の制御がしにくくなったり、延伸機内で発泡し、フィルム面に気泡による凹凸が生じ
て平面性が劣化する。
【００９０】
　（３－２－１）斜め延伸
　本発明に係る延伸工程は、剥離された前記流延膜の幅手方向の両端を一対の把持具で把
持しながら、一方の把持具を相対的に先行させ、他方の把持具を相対的に遅延させて前記
流延膜を搬送することにより、前記流延膜を幅手方向に対して斜め方向に延伸する工程で
ある。
【００９１】
　本発明の光学フィルムは、上記のとおり、前記ドープを用いて溶液流延製膜法によって
製膜した後、流延膜を幅手方向に対して、好ましくは４５±３０°の範囲内の方向、より
好ましくは４５±１０°の方向に斜め延伸し、遅相軸を幅手方向に対して４５±３０°、
より好ましくは４５±１０°、特に好ましくは４５±５°の方向に付与する工程である。
【００９２】
　斜め方向への延伸方法及び延伸装置については、特開２００５－３２１５４３号公報、
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特開２０１３－１２０２０８号公報及び特開２０１４－１９４４８４号公報を参照するこ
とができる。
【００９３】
　［斜め延伸方法及び装置］
　本発明に係る斜め延伸工程は、前記のとおり、剥離された前記流延膜の幅手方向の両端
を一対の把持具で把持しながら、一方の把持具を相対的に先行させ、他方の把持具を相対
的に遅延させて前記流延膜を搬送して、幅手方向に対して斜め方向に延伸する。
【００９４】
　より詳細には、以下の工程を採用することが好ましい。ここでは担持具はクリップとし
て説明する。
【００９５】
　本発明に係る斜め延伸工程は、前記流延膜の左右端部を、それぞれ、縦方向のクリップ
ピッチが変化する可変ピッチ型の左右のクリップによって把持すること（Ａ：把持工程）
；該フィルムを予熱すること（Ｂ：予熱工程）；該左右のクリップ間の距離を拡大させな
がら、一方のクリップのクリップピッチを増大させ、かつ、他方のクリップのクリップピ
ッチを減少させて、該フィルムを斜め延伸すること（Ｃ：第１の斜め延伸工程）；該左右
のクリップ間の距離を拡大させながら、左右のクリップのクリップピッチが等しくなるよ
うに該一方のクリップのクリップピッチを維持又は減少させ、かつ、該他方のクリップの
クリップピッチを増大させて、該フィルムを斜め延伸すること（Ｄ：第２の斜め延伸工程
）；及び該フィルムを把持するクリップを解放すること（Ｅ：解放工程）；を含む。
【００９６】
　Ａ．把持工程
　最初に、図２を参照して、本工程を含む本発明の製造方法に用いられ得る延伸装置につ
いて説明する。図２は、本発明の製造方法に用いられ得る延伸装置の一例の全体構成を説
明する概略平面図である。延伸装置５０は、平面視で、左右両側に、フィルム把持用の多
数のクリップ８０を有する無端ループ６０Ｌと無端ループ６０Ｒとを左右対称に有する。
なお、本明細書においては、フィルムの入口側から見て左側の無端ループを左側の無端ル
ープ６０Ｌ、右側の無端ループを右側の無端ループ６０Ｒと称する。左右の無端ループ６
０Ｌ、６０Ｒのクリップ８０は、それぞれ、基準レール７０に案内されてループ状に巡回
移動する。左側の無端ループ６０Ｒは反時計廻り方向に巡回移動し、右側の無端ループ６
０Ｒは時計廻り方向に巡回移動する。延伸装置においては、シートの入口側から出口側へ
向けて、把持ゾーンＡ、予熱ゾーンＢ、第１の斜め延伸ゾーンＣ、第２の斜め延伸ゾーン
Ｄ、及び解放ゾーンＥが順に設けられている。なお、これらのそれぞれのゾーンは、延伸
対象となるフィルムが実質的に把持、予熱、第１の斜め延伸、第２の斜め延伸及び解放さ
れるゾーンを意味し、機械的、構造的に独立した区画を意味するものではない。また、図
２の延伸装置におけるそれぞれのゾーンの長さの比率は、適宜きめられるものである。
【００９７】
　把持ゾーンＡ及び予熱ゾーンＢでは、左右の無端ループ６０Ｒ、６０Ｌは、延伸対象と
なるフィルムの初期幅に対応する離間距離で互いに略平行となるよう構成されている。第
１の斜め延伸ゾーンＣ及び第２の斜め延伸ゾーンＤでは、予熱ゾーンＢの側から解放ゾー
ンＥに向かうに従って左右の無端ループ６０Ｒ、６０Ｌの離間距離が上記フィルムの延伸
後の幅に対応するまで徐々に拡大する構成とされている。解放ゾーンＥでは、左右の無端
ループ６０Ｒ、６０Ｌは、上記フィルムの延伸後の幅に対応する離間距離で互いに略平行
となるよう構成されている。
【００９８】
　左側の無端ループ６０Ｌのクリップ（左側のクリップ）８０及び右側の無端ループ６０
Ｒのクリップ（右側のクリップ）８０は、それぞれ独立して巡回移動し得る。例えば、左
側の無端ループ６０Ｌの駆動ローラー５１、５２、５３が電動モータ（不図示）によって
反時計廻り方向に回転駆動され、右側の無端ループ６０Ｒの駆動ローラー５１、５２、５
３が電動モータによって時計廻り方向に回転駆動される。その結果、これら駆動ローラー
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５１、５２、５３に係合しているクリップ担持部材に走行力が与えられる。これにより、
左側の無端ループ６０Ｌは反時計廻り方向に巡回移動し、右側の無端ループ６０Ｒは時計
廻り方向に巡回移動する。左側の電動モータ及び右側の電動モータを、それぞれ独立して
駆動させることにより、左側の無端ループ６０Ｌ及び右側の無端ループ６０Ｒをそれぞれ
独立して巡回移動させることができる。
【００９９】
　さらに、左側の無端ループ６０Ｌのクリップ（左側のクリップ）８０及び右側の無端ル
ープ６０Ｒのクリップ（右側のクリップ）８０は、それぞれ可変ピッチ型である。すなわ
ち、左右のクリップ８０は、基準レール７０に取り付けられているクリップ可変機構９０
によってそれぞれ独立して、移動に伴って縦方向（ＭＤ）のクリップピッチ（クリップ間
距離）が変化し得る。
【０１００】
　上記のような延伸装置を用いてフィルムの斜め延伸を行うことにより、斜め方向（例え
ば、幅手方向又は長手方向に対して４５°の方向）に遅相軸を有する位相差フィルムが作
製され得る。まず、把持ゾーンＡ（延伸装置５０のフィルム取り込みの入り口）において
、左右の無端ループ６０Ｒ、６０Ｌのクリップ８０によって、延伸対象となるフィルムの
両側縁が互いに等しい一定のクリップピッチで把持され、左右の無端ループ６０Ｒ、６０
Ｌの移動（実質的には、基準レール７０に案内された各クリップの移動）により、当該フ
ィルムが予熱ゾーンＢに送られる。
【０１０１】
　Ｂ．予熱工程
　予熱ゾーン（予熱工程）Ｂにおいては、左右の無端ループ６０Ｒ、６０Ｌは、上記のと
おり延伸対象となる流延膜の初期幅に対応する離間距離で互いに略平行となるよう構成さ
れているので、基本的には横延伸も縦延伸も行わず、流延膜が加熱される。ただし、予熱
により流延膜のたわみが起こり、オーブン内のノズルに接触するなどの不具合を回避する
ために、わずかに左右クリップ間の距離（幅方向の距離）を広げてもよい。
【０１０２】
　予熱工程においては、フィルムを温度Ｔ１（℃）まで加熱する。温度Ｔ１は、フィルム
のガラス転移温度（Ｔｇ）以上であることが好ましく、より好ましくはＴｇ＋２℃以上、
さらに好ましくはＴｇ＋５℃以上である。一方、加熱温度Ｔ１は、好ましくはＴｇ＋４０
℃以下、より好ましくはＴｇ＋３０℃以下である。用いる樹脂により異なるが、温度Ｔ１
は、例えば７０～１９０℃であり、好ましくは８０～１８０℃である。
【０１０３】
　上記温度Ｔ１までの昇温時間及び温度Ｔ１での保持時間は、フィルムの構成材料や製造
条件（例えば、フィルムの搬送速度）に応じて適切に設定され得る。これらの昇温時間及
び保持時間は、クリップ２０の移動速度、予熱ゾーンの長さ、予熱ゾーンの温度等を調整
することにより制御され得る。
【０１０４】
　Ｃ．第１の斜め延伸工程
　第１の斜め延伸ゾーン（第１の斜め延伸工程）Ｃにおいては、左右のクリップ間の距離
（より具体的には、左右の無端ループ６０Ｒ、６０Ｌの離間距離）を拡大させながら、一
方のクリップのクリップピッチを増大させ、かつ、他方のクリップのクリップピッチを減
少させるか又は保持して、フィルムを斜め延伸する。このようにクリップピッチを変化さ
せることによって左右のクリップを異なる速度で移動させ、これにより、フィルムの一方
の側縁部を長手方向に伸長させ、かつ、他方の側縁部を長手方向に収縮させながら斜め延
伸を行うことができる。その結果、所望の方向（例えば、長手方向又は幅手方向に対して
４５°の方向）に高い一軸性及び面内配向性で遅相軸を発現させることができる。
【０１０５】
　以下、第１の斜め延伸の一つの実施形態を、図３及び図４を参照しながら具体的に説明
する。まず、予熱ゾーンＢにおいては、左右のクリップピッチはともにＰ１とされている
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。Ｐ１は、フィルムを把持した際のクリップピッチである。次に、フィルムが第１の斜め
延伸ゾーンＣに入ると同時に、一方の（図示例では右側）クリップのクリップピッチの増
大を開始し、かつ、他方の（図示例では左側）クリップのクリップピッチの減少を開始す
る。第１の斜め延伸ゾーンＣにおいては、右側クリップのクリップピッチをＰ２まで増大
させ、左側クリップのクリップピッチをＰ３まで減少させる。したがって、第１の斜め延
伸ゾーンＣの終端部（第２の斜め延伸ゾーンＤの開始部）において、左側クリップはクリ
ップピッチＰ３で移動し、右側クリップはクリップピッチＰ２で移動することとされてい
る。なお、クリップピッチの比はクリップの移動速度の比に概ね対応し得る。よって、左
右のクリップのクリップピッチの比は、フィルムの右側側縁部と左側側縁部のＭＤ方向の
延伸倍率の比に概ね対応し得る。
【０１０６】
　図３及び図４では、右側クリップのクリップピッチが増大し始める位置及び左側クリッ
プのクリップピッチが減少し始める位置をともに第１の斜め延伸ゾーンＣの開始部として
いるが、図示例とは異なり、右側クリップのクリップピッチが増大し始めた後に左側クリ
ップのクリップピッチが減少し始めてもよく、左側クリップのクリップピッチが減少し始
めた後に右側クリップのクリップピッチが増大し始めてもよい。一つの好ましい実施形態
においては、一方の側のクリップのクリップピッチが増大し始めた後に他方の側のクリッ
プのクリップピッチが減少し始める。このような実施形態によれば、既にフィルムが幅方
向に一定程度（好ましくは１．２～２．０倍程度）延伸されていることから該他方の側の
クリップピッチを大きく減少させてもシワが発生しにくい。よって、より鋭角な斜め延伸
が可能となり、一軸性及び面内配向性の高い位相差フィルムが好適に得られ得る。
【０１０７】
　同様に、図３及び図４では、第１の斜め延伸ゾーンＣの終端部（第２の斜め延伸ゾーン
Ｄの開始部）まで右側クリップのクリップピッチの増大及び左側クリップのクリップピッ
チの減少が続いているが、図示例とは異なり、クリップピッチの増大又は減少のいずれか
一方が第１の斜め延伸ゾーンＣの終端部よりも前に終了し、第１の斜め延伸ゾーンＣの終
端部までクリップピッチがそのまま維持されてもよい。
【０１０８】
　上記増大するクリップピッチの変化率（Ｐ２／Ｐ１）は、好ましくは１．２５～１．７
５、より好ましくは１．３０～１．７０、さらに好ましくは１．３５～１．６５である。
また、減少するクリップピッチの変化率（Ｐ３／Ｐ１）は、例えば０．５０以上１未満、
好ましくは０．５０～０．９５、より好ましくは０．５５～０．９０、さらに好ましくは
０．５５～０．８５である。クリップピッチの変化率がこのような範囲内であれば、フィ
ルムの長手方向に対して概ね４５度の方向に高い一軸性及び面内配向性で遅相軸を発現さ
せることができる。
【０１０９】
　クリップピッチは、上記のとおり、延伸装置のピッチ設定レールと基準レールとの離間
距離を調整してスライダを位置決めすることにより、調整され得る。
【０１１０】
　第１の斜め延伸工程におけるフィルムの幅方向の延伸倍率（Ｗ２／Ｗ１）は、好ましく
は１．１～３．０倍、より好ましくは１．２～２．５倍、さらに好ましくは１．２５～２
．０倍である。当該延伸倍率が１．１倍以上であると、収縮させた側の側縁部にトタン状
のシワが生じる場合を回避することができる。また、当該延伸倍率が３．０倍以内であれ
ば、得られる位相差フィルムの二軸性が高くならず、円偏光板等に適用した場合に視野角
特性が低下することがない。
【０１１１】
　一つの実施形態において、第１の斜め延伸は、一方のクリップのクリップピッチの変化
率と他方のクリップのクリップピッチの変化率との積が、好ましくは０．７～１．５、よ
り好ましくは０．８～１．４５、さらに好ましくは０．８５～１．４０となるように行わ
れる。変化率の積がこのような範囲内であれば、一軸性及び面内配向性の高い位相差フィ
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ルムが得られ得る。
【０１１２】
　第１の斜め延伸は、代表的には、温度Ｔ２で行われ得る。温度Ｔ２は、樹脂フィルムの
ガラス転移温度（Ｔｇ）に対し、Ｔｇ－２０℃～Ｔｇ＋３０℃であることが好ましく、さ
らに好ましくはＴｇ－１０℃～Ｔｇ＋２０℃、特に好ましくはＴｇ程度である。用いる樹
脂フィルムにより異なるが、温度Ｔ２は、例えば７０℃～１８０℃であり、好ましくは８
０℃～１７０℃である。上記温度Ｔ１と温度Ｔ２との差（Ｔ１－Ｔ２）は、好ましくは±
２℃以上であり、より好ましくは±５℃以上である。一つの実施形態においては、Ｔ１＞
Ｔ２であり、したがって、予熱工程で温度Ｔ１まで加熱されたフィルムは温度Ｔ２まで冷
却され得る。
【０１１３】
　Ｄ．第２の斜め延伸工程
　第２の斜め延伸ゾーン（第２の斜め延伸工程）Ｄにおいては、左右のクリップ間の距離
（より具体的には、左右の無端ループ６０Ｒ、６０Ｌの離間距離）を拡大させながら、左
右のクリップのクリップピッチが等しくなるように一方の側のクリップのクリップピッチ
を維持又は減少させ、かつ、他方の側のクリップのクリップピッチを増大させて、フィル
ムを斜め延伸する。このように左右のクリップピッチの差を縮小しながら、斜め延伸する
ことにより、余分な応力を緩和しつつ、斜め方向に十分に延伸することができる。また、
左右のクリップの移動速度が等しくなった状態でフィルムを解放工程に供することができ
るので、左右のクリップの解放時にフィルムの搬送速度等のバラつきが生じ難く、その後
のフィルムの巻き取りが好適に行われ得る。
【０１１４】
　以下、第２の斜め延伸の一つの実施形態を、図３を参照しながら具体的に説明する。ま
ず、フィルムが第２の斜め延伸ゾーンＤに入ると同時に、左側クリップのクリップピッチ
の増大を開始する。第２の斜め延伸ゾーンＤにおいては、左側クリップのクリップピッチ
をＰ２まで増大させる。一方、右側クリップのクリップピッチは、第２の斜め延伸ゾーン
ＤにおいてＰ２のまま維持される。したがって、第２の斜め延伸ゾーンＤの終端部（解放
ゾーンＥの開始部）において、左側クリップ及び右側クリップはともに、クリップピッチ
Ｐ２で移動することとされている。
【０１１５】
　上記実施形態における増大するクリップピッチの変化率（Ｐ２／Ｐ３）は、本発明の効
果を損なわない限りにおいて制限はない。該変化率（Ｐ２／Ｐ３）は、例えば１．３～４
．０、好ましくは１．５～３．０である。
  第２の斜め延伸工程におけるフィルムの幅方向の延伸倍率（Ｗ３／Ｗ２）は、好ましく
は１．１～３．０倍、より好ましくは１．２～２．５倍、さらに好ましくは１．２５～２
．０倍である。当該延伸倍率が１．１倍以上であると、収縮させた側の側縁部にトタン状
のシワが生じる場合を回避することができる。また、当該延伸倍率が３．０倍以内であれ
ば、得られる位相差フィルムの二軸性が高くなることはなく、円偏光板等に適用した場合
に視野角特性が低下することがない。また、第１の斜め延伸工程及び第２の斜め延伸工程
における幅方向の延伸倍率（Ｗ３／Ｗ１）は、上記と同様の観点から、好ましくは１．２
～４．０倍であり、より好ましくは１．４～３．０倍である。
【０１１６】
　第２の斜め延伸は、代表的には、温度Ｔ３で行われ得る。温度Ｔ３は、温度Ｔ２と同等
であり得る。
【０１１７】
　Ｅ．解放工程
　最後に、流延膜を把持するクリップを解放して、位相差フィルムが得られる。必要に応
じて、流延膜を熱処理して延伸状態を固定し、冷却した後にクリップを解放し、次工程に
斜め延伸された流延膜を搬送する。
【０１１８】
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　（３－２－２）膜厚分布、温度分布の調整
　また、斜め延伸前の前記流延膜は、幅手方向の各位置で、斜め延伸後の前記斜め延伸流
延膜に生じる膜厚偏差を補償する量だけ基準膜厚から予め膜厚を増大させ、幅手方向にお
いて非対称な膜厚分布を持たせることが好ましく、幅手方向で仕上がりの膜厚に対し２．
５～７．５％の範囲内の膜厚差（膜厚分布）をつけることが好ましい。
【０１１９】
　前記膜厚分布（膜厚プロファイル）について説明する。
【０１２０】
　図５は、膜厚が幅手方向に一定（基準膜厚Ｔとする）の流延膜Ｓ０の斜め延伸前後での
幅手方向に沿った断面図である。このように、膜厚が幅手方向に基準膜厚Ｔで一定の流延
膜Ｓ０に対して延伸部にて斜め延伸を行うと、延伸によって膜厚が減少する。このとき、
斜め延伸では、流延膜Ｓ０の幅手方向の一端側と他端側とで把持具の移動距離が異なり、
延伸倍率が異なることから、膜厚の減少の仕方が幅手方向の一端側と他端側とで異なる。
その結果、斜め延伸後の長尺斜め延伸流延膜ｆにおいては、幅手方向の中央に対して左右
非対称な膜厚分布が生じる。なお、斜め延伸後の流延膜ｆにおいて、所望の膜厚（要求膜
厚）ｔからの膜厚の減少量、つまり、膜厚の最大値と最小値との差のことを、ここでは膜
厚偏差ｔ０と呼ぶ。
【０１２１】
　そこで、本実施形態では、図６に示すように、図５の斜め延伸後の膜厚分布と厚さ方向
にほぼ対称な膜厚分布を持つ流延膜Ｓ１を用いて斜め延伸を行う。より具体的には、斜め
延伸後に生じる上記の膜厚偏差ｔ０を補償する量ｔ１だけ、幅手方向の各位置で基準膜厚
Ｔから予め膜厚を増大させた、幅手方向において非対称な膜厚分布を持つ流延膜Ｓ１を用
いて斜め延伸を行う。なお、流延膜Ｓ１の材料及び幅は、流延膜Ｓ０の材料及び幅と同じ
ものとする。
【０１２２】
　このような流延膜Ｓ１を斜め延伸することにより、幅手方向の全ての位置において、斜
め延伸によって減少する膜厚の所望の膜厚ｔ（＜基準膜厚Ｔ）からの減少量（＝ｔ０）を
、斜め延伸前の膜厚の増加量（＝ｔ１）で過不足なく補うことができる。これにより、斜
め延伸後の長尺斜め延伸フィルムＦの膜厚を幅手方向において十分に均一にすることがで
きる（幅手方向の膜厚を所望の膜厚ｔで確実に揃えることができる）。また、その結果、
斜め延伸後の流延膜Ｆにおける面内位相差（リタデーション値Ｒｏ）の幅手方向のバラツ
キも十分に低減される。
【０１２３】
　ここで、斜め延伸を行うにあたり、上記のような膜厚分布で予め製膜された流延膜Ｓ１
を最初から用いて斜め延伸を行ってもよいし、厚さ一定の流延膜Ｓ０を斜め延伸したとき
の膜厚分布を求めて、その膜厚分布に基づいて流延膜Ｓ１を流延時の条件を調整して製膜
し、その後、流延膜Ｓ１を斜め延伸してもよい。
【０１２４】
　さらに、本発明に係る斜め延伸では、斜め延伸前後の流延膜に対して熱処理を行う熱処
理工程（前記Ｂ．予熱工程～Ｄ．第２延伸工程）を有し、前記熱処理工程では、斜め延伸
前後の前記斜め延伸流延膜に対して、幅手方向において、斜め延伸前の流延膜の膜厚分布
に応じた温度分布が得られるように、幅手方向に３～１５℃の範囲内の温度差を付ける熱
処理を行うことが好ましい。より好ましくは５～１０℃の範囲内の温度差である。
【０１２５】
　図７は、流延膜に対する熱処理時の温度分布を、図６の長尺フィルムＳ１の膜厚分布と
併せて示したものである。同図に示すように、斜め延伸前の流延膜Ｓ１の幅手方向の膜厚
分布は、幅手方向において膜厚の極大が一つのみ生じ、かつ、その極大が流延膜Ｓ１の幅
手方向の中央と遅延側端部との間で生じる分布となっている。
【０１２６】
　本実施形態では、前記熱処理工程において、加熱するための加熱部は、斜め延伸前の流
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延膜Ｓ１の幅手方向の膜厚分布に応じた温度分布が得られるように、斜め延伸後の流延膜
Ｆを加熱する。ここで、上記膜厚分布に応じた温度分布とは、図７に示すように、幅手方
向において温度の極大が一つのみ生じ、かつ、その温度の極大位置が、長尺斜め延伸フィ
ルムＦにおいて斜め延伸前に膜厚が極大であった位置（斜め延伸前の長尺フィルムＳ１の
膜厚の極大位置に対応）と幅手方向において一致する分布である。
  このように、斜め延伸後の流延膜Ｆに対して、斜め延伸前の流延膜Ｓ１の幅手方向の膜
厚分布に応じた温度分布が得られるように熱処理を行うことにより、斜め延伸後の流延膜
Ｆに残留する応力（斜め延伸前の膜厚に応じた大きさの残留応力）を、幅手方向の各位置
ごとに適切に緩和して残留応力のバラツキを低減し、残留応力を幅手方向で均一にするこ
とができる。その結果、斜め延伸後の流延膜Ｆの幅手方向のリターデーション値Ｒｏのバ
ラツキを低減することができる。
【０１２７】
　（３－３）本乾燥工程
　本乾燥工程では、第２乾燥装置３６によって延伸後のフィルムを加熱して乾燥させる。
熱風等によりフィルムを加熱する場合、使用済みの熱風（溶媒を含んだエアーや濡れ込み
エアー）を排気できるノズルを設置して、使用済み熱風の混入を防ぐ手段も好ましく用い
られる。熱風温度は、光学フィルムの熱乾燥温度が１００～１４０℃の範囲内となるよう
に残留溶媒量、搬送における伸縮率等を考慮して温度を調整する。また、熱乾燥時間は５
～５０分の範囲内であることが必要であり、２０～４０分の範囲内であることがより好ま
しい。
【０１２８】
　熱乾燥温度は１００℃以上でなければ、緩和が十分できずカールを抑制しきれない。ま
た、乾燥性も悪い為１００℃以上にする必要がある。
【０１２９】
　熱乾燥温度は１４０℃以内であれば、溶剤を含んだシクロオレフィン樹脂を搬送しなが
ら乾燥している際のフィルムの伸びを抑制し、搬送方向のシワの発生を防止することがで
きる。
【０１３０】
　熱乾燥時間は、５分以下であるとカールを抑制する効果が十分でなく、また、溶剤を十
分に乾燥できないため、顧客での故障の原因になる。
【０１３１】
　熱乾燥時間は、５０分以上であると生産性の観点（生産速度、製造コスト）から好まし
くない。
【０１３２】
　また、熱乾燥手段は熱風に制限されず、例えば、赤外線、加熱ローラー、マイクロ波等
を用いることができる。簡便さの観点からは、千鳥状に配置した搬送ローラー３７でフィ
ルムを搬送しながら、熱風等で乾燥を行うことが好ましい。
【０１３３】
　また、前記熱乾燥時のフィルムを搬送する際の張力は、５０～１５０Ｎ／ｍの範囲内で
あることが、遅相軸に直交する方向の収縮応力を適度に緩和しながら搬送することができ
、延伸後の幅手の配向角の均一性を保てる観点から好ましい。より好ましくは６０～１２
０Ｎ／ｍの範囲内である。
【０１３４】
　乾燥工程においては、残留溶媒量が１０００ｐｐｍ以下になるまで、フィルムを乾燥す
ることが好ましい。
【０１３５】
　（４）巻取り工程
　（４－１）ナーリング加工
　所定の熱処理又は冷却処理の後、巻取り前にスリッターを設けて端部を切り落とすこと
が良好な巻姿を得るため好ましい。更に、幅手両端部にはナーリング加工をすることが好
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ましい。
【０１３６】
　ナーリング加工は、加熱されたエンボスローラーをフィルム幅手端部に押し当てること
により形成することができる。エンボスローラーには細かな凹凸が形成されており、これ
を押し当てることでフィルムに凹凸を形成し、端部を嵩高くすることができる。
【０１３７】
　本発明に係る光学フィルムの幅手両端部のナーリングの高さは４～２０μｍ、幅５～２
０ｍｍが好ましい。
【０１３８】
　また、本発明においては、上記のナーリング加工は、フィルムの製膜工程において乾燥
終了後、巻取りの前に設けることが好ましい。
【０１３９】
　（４－２）巻取り工程
　フィルム中の残留溶媒量が２質量％以下となってからフィルムとして巻取る工程であり
、残留溶媒量を好ましくは０．４質量％以下にすることにより寸法安定性の良好なフィル
ムを得ることができる。
【０１４０】
　巻取り方法は、一般に使用されているものを用いればよく、定トルク法、定テンション
法、テーパーテンション法、内部応力一定のプログラムテンションコントロール法等があ
り、それらを使い分ければよい。
【０１４１】
　本発明の光学フィルムの製造方法によれば、延伸時の残留溶媒量を特定の範囲に制御す
ることで、延伸時にフィルムに対して適度な応力をかけることができ、その結果、マット
剤によってフィルム表面に均一に分布した凹凸構造を形成することが可能になり、均一な
すべり性を確保することによって、安定な巻取り形状を達成できる。
【０１４２】
　〔２〕添加剤
　本発明の光学フィルムは、可塑剤、紫外線吸収剤、酸化防止剤、マット剤、位相差上昇
剤、帯電防止剤、剥離剤などを含んでもよく、以下に主要な添加剤の詳細を記す。
【０１４３】
　［可塑剤］
　本発明において可塑剤として、さらにポリエステル樹脂を用いることができる。ポリエ
ステル樹脂は、ジカルボン酸とジオールを重合することにより得られ、ジカルボン酸構成
単位（ジカルボン酸に由来する構成単位）の７０％以上が芳香族ジカルボン酸に由来し、
かつジオール構成単位（ジオールに由来する構成単位）の７０％以上が脂肪族ジオールに
由来する。
【０１４４】
　芳香族ジカルボン酸に由来する構成単位の割合は７０％以上、好ましくは８０％以上、
さらに好ましくは９０％以上である。
【０１４５】
　脂肪族ジオールに由来する構成単位の割合は７０％以上、好ましくは８０％以上、さら
に好ましくは９０％以上である。ポリエステル樹脂は、２種以上を併用してもよい。
【０１４６】
　前記芳香族ジカルボン酸として、テレフタル酸、イソフタル酸、２，６－ナフタレンジ
カルボン酸、１，５－ナフタレンジカルボン酸、２，７－ナフタレンジカルボン酸等のナ
フタレンジカルボン酸、４，４′－ビフェニルジカルボン酸、３，４′－ビフェニルジカ
ルボン酸等及びこれらのエステル形成性誘導体が例示できる。
【０１４７】
　ポリエステル樹脂には、本発明の目的を損なわない範囲でアジピン酸、アゼライン酸、
セバシン酸等の脂肪族ジカルボン酸や安息香酸、プロピオン酸、酪酸等のモノカルボン酸
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を用いることができる。
【０１４８】
　前記脂肪族ジオールとして、エチレングリコール、１，３－プロピレンジオール、１，
４－ブタンジオール、１，４－シクロヘキサンジメタノール、１，６－ヘキサンジオール
等及びこれらのエステル形成性誘導体が例示できる。
【０１４９】
　ポリエステル樹脂には、本発明の目的を損なわない範囲でブチルアルコール、ヘキシル
アルコール、オクチルアルコール等のモノアルコール類や、トリメチロールプロパン、グ
リセリン、ペンタエリスリトール等の多価アルコール類を用いることもできる。
 
　ポリエステル樹脂の製造には、公知の方法である直接エステル化法やエステル交換法を
適用することができる。ポリエステル樹脂の製造時に使用する重縮合触媒としては、公知
の三酸化アンチモン、五酸化アンチモン等のアンチモン化合物、酸化ゲルマニウム等のゲ
ルマニウム化合物、酢酸チタン等のチタン化合物、塩化アルミニウム等のアルミニウム化
合物等が例示できるが、これらに限定されない。
【０１５０】
　好ましいポリエステル樹脂としては、ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリエチレン
テレフタレート－イソフタレート共重合樹脂、ポリエチレン－１，４－シクロヘキサンジ
メチレン－テレフタレート共重合樹脂、ポリエチレン－２，６－ナフタレンジカルボキレ
ート樹脂、ポリエチレン－２，６－ナフタレンジカルボキシレート－テレフタレート共重
合樹脂、ポリエチレン－テレフタレート－４，４′－ビフェニルジカルボキシレート樹脂
、ポリ－１，３－プロピレン－テレフタレート樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂、
ポリブチレン－２，６－ナフタレンジカルボキシレート樹脂等がある。
【０１５１】
　より好ましいポリエステル樹脂としては、ポリエチレンテレフタレート樹脂、ポリエチ
レンテレフタレート－イソフタレート共重合樹脂、ポリエチレン－１，４－シクロヘキサ
ンジメチレン－テレフタレート共重合樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂及びポリエ
チレン－２，６－ナフタレンジカルボキシレート樹脂が挙げられる。
【０１５２】
　ポリエステル樹脂の固有粘度（フェノール／１，１，２，２－テトラクロロエタン＝６
０／４０質量比混合溶媒中、２５℃で測定した値）は、０．７～２．０ｃｍ３／ｇの範囲
内が好ましく、より好ましくは０．８～１．５ｃｍ３／ｇの範囲内である。固有粘度が０
．７ｃｍ３／ｇ以上であるとポリエステル樹脂の分子量が充分に高いために、これを使用
して得られるポリエステル樹脂組成物からなる成形物が成形物として必要な機械的性質を
有するとともに、透明性が良好となる。固有粘度が２．０ｃｍ３／ｇ以下の場合、成形性
が良好となる。他の可塑剤としては、特開２０１３－９７２７９号公報の段落００５６～
００８０の一般式（ＰＥＩ）及び一般式（ＰＥII）に記載の化合物を用いてよい。
【０１５３】
　［紫外線吸収剤］
　本発明の光学フィルムは、偏光板や液晶表示装置に照射される不要な紫外線を遮蔽する
ために、紫外線吸収剤を含有することが好ましい。
【０１５４】
　紫外線吸収剤としては、例えば、オキシベンゾフェノン系化合物、ベンゾトリアゾール
系化合物、サリチル酸エステル系化合物、ベンゾフェノン系化合物、シアノアクリレート
系化合物、ニッケル錯塩系化合物等を挙げることができるが、着色の少ないベンゾトリア
ゾール系化合物が好ましい。また、特開平１０－１８２６２１号公報、特開平８－３３７
５７４号公報に記載の紫外線吸収剤、特開平６－１４８４３０号公報に記載の高分子紫外
線吸収剤も好ましく用いられる。
【０１５５】
　本発明の光学フィルムを、位相差フィルムのほかに、偏光板の保護フィルムとして用い
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る場合、紫外線吸収剤としては、偏光子や液晶の劣化防止の観点から、波長３７０ｎｍ以
下の紫外線の吸収能に優れ、かつ液晶の表示性の観点から、波長４００ｎｍ以上の可視光
の吸収が少ない特性を備えていることが好ましい。
【０１５６】
　紫外線吸収剤の添加量は、高分子組成物に対して０．１～５．０質量％の範囲内である
ことが好ましく、０．５～５．０質量％の範囲内であることがさらに好ましい。
【０１５７】
　本発明に有用なベンゾトリアゾール系紫外線吸収剤としては、例えば、２－（２′－ヒ
ドロキシ－５′－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ－３′
，５′－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ－３′
－ｔ－ブチル－５′－メチルフェニル）ベンゾトリアゾール、２－（２′－ヒドロキシ－
３′，５′－ジ－ｔ－ブチルフェニル）－５－クロロベンゾトリアゾール、２－［２′－
ヒドロキシ－３′－（３″，４″，５″，６″－テトラヒドロフタルイミドメチル）－５
′－メチルフェニル］ベンゾトリアゾール、２，２－メチレンビス［４－（１，１，３，
３－テトラメチルブチル）－６－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェノール］
、２－（２′－ヒドロキシ－３′－ｔ－ブチル－５′－メチルフェニル）－５－クロロベ
ンゾトリアゾール、２－（２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）－６－（直鎖及び側鎖
ドデシル）－４－メチルフェノール、オクチル－３－［３－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ
－５－（クロロ－２Ｈ－ベンゾトリアゾール－２－イル）フェニル］プロピオネートと２
－エチルヘキシル－３－［３－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ－５－（５－クロロ－２Ｈ－
ベンゾトリアゾール－２－イル）フェニル］プロピオネートの混合物等を挙げることがで
きるが、これらに限定されない。
【０１５８】
　また、市販品として、「チヌビン（ＴＩＮＵＶＩＮ）１０９」、「チヌビン（ＴＩＮＵ
ＶＩＮ）１７１」、「チヌビン（ＴＩＮＵＶＩＮ）３２６」、「チヌビン（ＴＩＮＵＶＩ
Ｎ）３２８」（以上、商品名、ＢＡＳＦジャパン社製）を好ましく使用できる。
【０１５９】
　［酸化防止剤］
　酸化防止剤は、例えば、基材フィルム中の残留溶媒のハロゲンやリン酸系可塑剤のリン
酸等により基材フィルムが分解するのを遅らせたり、防いだりする役割を有するので、フ
ィルム中に含有させることが好ましい。
【０１６０】
　このような酸化防止剤としては、ヒンダードフェノール系の化合物が好ましく用いられ
、例えば、２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、ペンタエリスリチル－テトラキス
〔３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート〕、トリエ
チレングリコール－ビス〔３－（３－ｔ－ブチル－５－メチル－４－ヒドロキシフェニル
）プロピオネート〕、１，６－ヘキサンジオール－ビス〔３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル
－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート〕、２，４－ビス－（ｎ－オクチルチオ）－
６－（４－ヒドロキシ－３，５－ジ－ｔ－ブチルアニリノ）－１，３，５－トリアジン、
２，２－チオ－ジエチレンビス〔３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニ
ル）プロピオネート〕、オクタデシル－３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシ
フェニル）プロピオネート、Ｎ，Ｎ′－ヘキサメチレンビス（３，５－ジ－ｔ－ブチル－
４－ヒドロキシ－ヒドロシンナマミド）、１，３，５－トリメチル－２，４，６－トリス
（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）ベンゼン、トリス－（３，５－ジ
－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシベンジル）－イソシアヌレート等を挙げることができる。
【０１６１】
　特に、２，６－ジ－ｔ－ブチル－ｐ－クレゾール、ペンタエリスリチル－テトラキス〔
３－（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオネート〕、トリエチ
レングリコール－ビス〔３－（３－ｔ－ブチル－５－メチル－４－ヒドロキシフェニル）
プロピオネート〕が好ましい。また、例えば、Ｎ，Ｎ′－ビス〔３－（３，５－ジ－ｔ－
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ブチル－４－ヒドロキシフェニル）プロピオニル〕ヒドラジン等のヒドラジン系の金属不
活性剤やトリス（２，４－ジ－ｔ－ブチルフェニル）ホスファイト等のリン系加工安定剤
を併用してもよい。
【０１６２】
　［マット剤］
　本発明の光学フィルムには、フィルムの製膜時に、フィルム表面に凹凸を付与し、すべ
り性を確保し、安定な巻取り形状を達成するためにマット剤を含有する。
【０１６３】
　また、作製されたフィルムがハンドリングされる際に、傷が付いたり、搬送性が悪化す
ることを防止するためにも、当該マット剤は機能することができる。
【０１６４】
　マット剤としては、無機化合物の微粒子や樹脂の微粒子が挙げられる。無機化合物の微
粒子の例として、二酸化ケイ素、二酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化ジルコニウム、
炭酸カルシウム、炭酸カルシウム、タルク、クレイ、焼成カオリン、焼成ケイ酸カルシウ
ム、水和ケイ酸カルシウム、ケイ酸アルミニウム、ケイ酸マグネシウム及びリン酸カルシ
ウム等を挙げることができる。微粒子はケイ素を含むものが、濁度が低くなる点で好まし
く、特に二酸化ケイ素が好ましい。
【０１６５】
　微粒子の一次粒子の平均粒径は、５～４００ｎｍの範囲内が好ましく、さらに好ましい
のは１０～３００ｎｍの範囲内である。これらは主に粒径０．０５～０．３μｍの範囲内
の二次凝集体として含有されていてもよく、平均粒径８０～４００ｎｍの範囲内の粒子で
あれば凝集せずに一次粒子として含まれていることも好ましい。
【０１６６】
　フィルム中のこれらの微粒子の含有量は、０．０１～１質量％の範囲内であることが好
ましく、特に０．０５～０．５質量％の範囲内であることが好ましい。
【０１６７】
　まあ、共流延法による多層構成の場合は、表面にこの添加量の微粒子を含有することが
好ましい。
【０１６８】
　二酸化ケイ素の微粒子は、例えば、アエロジルＲ９７２、Ｒ９７２Ｖ、Ｒ９７４、Ｒ８
１２、２００、２００Ｖ、３００、Ｒ２０２、ＯＸ５０、ＴＴ６００（以上日本アエロジ
ル株式会社製）の商品名で市販されており、使用することができる。
【０１６９】
　酸化ジルコニウムの微粒子は、例えば、アエロジルＲ９７６及びＲ８１１（以上日本ア
エロジル株式会社製）の商品名で市販されており、使用することができる。
【０１７０】
　樹脂の微粒子の例として、シリコーン樹脂、フッ素樹脂及びアクリル樹脂を挙げること
ができる。シリコーン樹脂が好ましく、特に三次元の網状構造を有するものが好ましく、
例えば、トスパール１０３、同１０５、同１０８、同１２０、同１４５、同３１２０及び
同２４０（以上東芝シリコーン株式会社製）の商品名で市販されており、使用することが
できる。
【０１７１】
　これらの中でもアエロジル２００Ｖ、アエロジルＲ９７２Ｖ、アエロジルＲ８１２が、
基材フィルムのヘイズを低く保ちながら、摩擦係数を下げる効果が大きいため特に好まし
く用いられる。
【０１７２】
　本発明に係る光学フィルムにおいては、少なくとも一方の面の動摩擦係数が０．２～１
．０の範囲内であることが好ましい。
【０１７３】
　［位相差上昇剤］



(23) JP 2017-9883 A 2017.1.12

10

20

30

40

50

　本願でいう位相差上昇剤とは、シクロオレフィン樹脂１００質量部に対して当該化合物
を３質量部含有した光学フィルムの厚さ方向のリターデーション値Ｒｔ（光波長５９０ｎ
ｍ測定）が、未添加の光学フィルムと比べて１．１倍以上の値を示す機能を有する化合物
をいう。
【０１７４】
　本発明に係る位相差上昇剤は、特に制限されるものではなく、例えば従来知られている
、特開２００６－１１３２３９号公報段落〔０１４３〕～〔０１７９〕に記載の芳香族環
を有する円盤状化合物（１，３，５－トリアジン系化合物等）、特開２００６－１１３２
３９号公報段落〔０１０６〕～〔０１１２〕記載の棒状化合物、特開２０１２－２１４６
８２号公報段落〔０１１８〕～〔０１３３〕記載のピリミジン系化合物等を用いることが
できる。
【０１７５】
　本発明に係る位相差上昇剤に求められる特性としては、シクロオレフィン樹脂との相溶
性に優れること、フィルム薄膜化したときに位相差発現性に優れること、また耐析出性に
優れること、高湿度下において水分の出入りに伴うリターデーション値変動耐性に優れる
ことなどが挙げられるが、このような観点から位相差上昇剤を選択することが好ましい。
【０１７６】
　位相差上昇剤の光学フィルム中への添加量は、シクロオレフィン樹脂１００質量部に対
して、０．１～１０質量部の範囲内であることが好ましく、１～５質量部であることがよ
り好ましい。
【０１７７】
　〔３〕光学フィルムの物性
　本発明の光学フィルムの厚さは、使用目的によって異なるが、通常５～２００μｍの範
囲であり、５～１００μｍの範囲が好ましく、液晶表示装置用には５～５０μｍであるこ
とが好ましく、最近の薄型化を考慮すると３５μｍ以下であることが、特に好ましい。
【０１７８】
　フィルム厚さの調製は、所望の厚さになるように、ドープ中に含まれる固形分濃度、ダ
イの口金のスリット間隙、ダイからの押し出し圧力、金属支持体速度等を調節すればよい
。以上のようにして得られた光学フィルムの幅は０．５～４ｍの範囲が好ましく、より好
ましくは０．６～３ｍの範囲、さらに好ましくは０．８～２．５ｍである。長さは１ロー
ルあたり１００～１００００ｍの範囲で巻き取るのが好ましく、より好ましくは５００～
９０００ｍの範囲であり、さらに好ましくは１０００～８０００ｍの範囲である。
【０１７９】
　本発明の光学フィルムは使用するポリマー構造、添加剤の種類及び添加量、延伸時の残
留溶媒量、延伸方向、延伸温度、延伸倍率、乾燥時の残留溶媒量などの工程条件を適宜調
節することで所望の光学特性を実現することができる。
【０１８０】
　本明細書において、Ｒｏ、Ｒｔは各々、２３℃・５５％ＲＨの環境下で光波長５５０ｎ
ｍにおける面内のリターデーション値及び厚さ方向のリターデーション値を表す。
【０１８１】
　Ｒｏは、ＡＸＯＭＥＴＲＩＣＳ社製ＡｘｏＳｃａｎにおいて波長５５０ｎｍの光をフィ
ルム法線方向に入射させて測定される。Ｒｔは、前記Ｒｏ、面内の遅相軸（ＡｘｏＳｃａ
ｎにより判断される）を傾斜軸（回転軸）としてフィルム法線方向に対して＋４０°傾斜
した方向から波長５５０ｎｍの光を入射させて測定したリターデーション値、及び面内の
遅相軸を傾斜軸（回転軸）としてフィルム法線方向に対して－４０°傾斜した方向から波
長λｎｍの光を入射させて測定したリターデーション値の計三つの方向で測定したリター
デーション値を基にＡｘｏＳｃａｎが算出する。ここで平均屈折率の仮定値は ポリマー
ハンドブック（ＪＯＨＮ ＷＩＬＥＹ＆ＳＯＮＳ，ＩＮＣ）、各種光学フィルムのカタロ
グの値を使用することができる。平均屈折率の値が既知でないものについてはアッベ屈折
計で測定することができる。これら平均屈折率の仮定値と膜厚を入力することで、Ａｘｏ
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Ｓｃａｎはｎｘ、ｎｙ、ｎｚを算出し下記式（ｉ）及び（ii）に基づいてリターデーショ
ン値を計算する。
【０１８２】
　式（ｉ）：Ｒｏ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ（ｎｍ）
　式（ii）：Ｒｔ＝｛（ｎｘ＋ｎｙ）／２－ｎｚ｝×ｄ（ｎｍ）
（式中、Ｒｏはフィルム内の面内リターデーション値を表し、Ｒｔはフィルム内の厚さ方
向のリターデーション値を表す。また、ｄは、光学フィルムの厚さ（ｎｍ）を表す。ｎｘ

は、フィルムの面内の最大の屈折率を表し、遅相軸方向の屈折率ともいう。ｎｙは、フィ
ルム面内で遅相軸に直角な方向の屈折率を表す。ｎｚは、厚さ方向におけるフィルムの屈
折率を表す。）
　本発明の光学フィルムの面内方向の前記遅相軸は、長手方向に対して４５±１０°の範
囲内で傾斜している。
【０１８３】
　本発明の光学フィルムのリターデーション値は特に限定されるものではないが、可視光
領域でλ／４板として機能するには、Ｒｏが１００～１８０ｎｍの範囲であり、Ｒｔが５
０～２００ｎｍの範囲であると、円偏光板を備えた表示装置に好ましく用いることができ
る。
【０１８４】
　本発明の光学フィルムは、高透明性であることがコントラスト向上や輝度向上の観点で
好ましい。２３℃・５５％ＲＨの環境下で調湿後測定される全光線透過率が８０％以上、
好ましくは８５％以上、より好ましくは９０％以上、特に好ましくは９５％以上である。
全光線透過率は、ＪＩＳ７３７５：２００８「プラスチック－全光線透過率及び全光線反
射率の求め方」に従って測定することができる。
【０１８５】
　本発明の光学フィルムは、２５℃・６０％ＲＨにおける平衡含水率が３％以下であるこ
とが位相差変動やベンディングの観点で好ましく、１％以下であることがより好ましい。
平衡含水率を３％以下とすることにより、湿度変化に対応しやすく、光学特性や寸法がよ
り変化しにくく好ましい。
【０１８６】
　平衡含水率は、試料フィルムを２３℃・２０％ＲＨに調湿された部屋に４時間以上放置
した後、２３℃・８０％ＲＨに調湿された部屋に２４時間放置し、サンプルを微量水分計
（例えば三菱化学アナリテック（株）製、ＣＡ－２０型）を用いて、温度１５０℃で水分
を乾燥・気化させた後、カールフィッシャー法により定量する。
【０１８７】
　〔４〕光学フィルムの応用
　本発明の光学フィルムは、液晶ディスプレイ、プラズマディスプレイ、有機ＥＬディス
プレイ等の各種表示装置やタッチパネルに用いられる機能フィルムであることが好ましい
。具体的には、本発明の光学フィルムは、液晶表示装置用の偏光板保護フィルム、位相差
フィルム、反射防止フィルム、輝度向上フィルム、ハードコートフィルム、防眩フィルム
、帯電防止フィルム、視野角拡大等の光学補償フィルムなどでありうる。典型的には、本
発明の光学フィルムは、偏光板保護フィルムである。
【０１８８】
　（４－１）円偏光板
　本発明の光学フィルムを用いて円偏光板を作製することができる。円偏光板は、長尺状
の保護フィルム、長尺状の偏光子及び長尺状の本発明の光学フィルム（λ／４位相差を具
備する光学フィルム）をこの順に有する長尺ロールを断裁して作製されることが好ましい
。
【０１８９】
　本発明の円偏光板は、本発明の光学フィルムを用いて作製され、特に、λ／４位相差を
有するフィルムを用いて作製されることが好ましいため、後述する有機エレクトルミネッ
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センス表示装置（有機ＥＬ表示装置ともいう。）等に適用することにより、可視光の全波
長において、有機ＥＬ素子の金属電極の鏡面反射を遮蔽する効果を発現し得ることができ
る。その結果、観察時の映り込みを防止することができるとともに、黒色表現を向上させ
ることができる。
【０１９０】
　また、前記円偏光板は、紫外線吸収機能を備えていることが好ましい。
【０１９１】
　視認側の保護フィルムが紫外線吸収機能を備えていると、偏光子と有機ＥＬ素子の両方
を紫外線に対する保護効果を発現できる観点から好ましい。
【０１９２】
　さらに、発光体側の位相差フィルムも紫外線吸収機能を備えていると、有機ＥＬ素子を
具備する表示装置に用いた場合に、より有機ＥＬ素子の劣化を抑制し得る。
【０１９３】
　また、前記円偏光板は、遅相軸の角度（すなわち配向角θ）を長手方向に対して４５±
１０°の範囲内となるように調整した本発明の光学フィルムを位相差フィルムとして用い
ることで、吸収軸を長手方向に有する偏光子とロールｔｏロール方式で、一貫した製造ラ
インにより接着剤層の形成及び偏光子と位相差フィルムとの貼り合わせが可能となる。
【０１９４】
　具体的には、偏光膜を長手方向に延伸して吸収軸を長手方向に有する偏光子を作製する
工程を終えた後、続いて行われる乾燥工程中又は乾燥工程後に、偏光子と位相差フィルム
を貼合する工程を組み込むことができる。それぞれを連続的に供給することができ、かつ
、貼合後もロール状態で巻き取ることにより、次工程に一貫した製造ラインでつなげるこ
とができる。
【０１９５】
　なお、偏光子と位相差フィルムを貼合する際に、同時に保護フィルムもロール状態で供
給し、連続的に貼合することもできる。性能及び生産効率の観点からは、偏光子に位相差
フィルムと保護フィルムとを同時に貼合する方が好ましい。すなわち、偏光膜を延伸して
偏光子を作製する工程を終えた後、続いて行われる乾燥工程中又は乾燥工程後に、両側の
面にそれぞれ保護フィルムと位相差フィルムを接着剤により貼合し、ロール状態の円偏光
板を得ることも可能である。
【０１９６】
　当該円偏光板は、液晶表示装置や有機ＥＬ表示装置に具備することができるが、有機Ｅ
Ｌ表示装置に適用することにより、有機ＥＬ発光体の金属電極の鏡面反射を遮蔽する効果
を発現する。
【０１９７】
　（保護フィルム）
　当該円偏光板は、偏光子を本発明の光学フィルムと保護フィルムとによって挟持される
ことが好ましい。
【０１９８】
　このような保護フィルムとしては、他のセルロースエステル含有フィルムが好適に用い
られ、例えば、市販のセルロースエステルフィルム（例えば、コニカミノルタタックＫＣ
８ＵＸ、ＫＣ５ＵＸ、ＫＣ４ＵＸ、ＫＣ８ＵＣＲ３、ＫＣ４ＳＲ、ＫＣ４ＢＲ、ＫＣ４Ｃ
Ｒ、ＫＣ４ＤＲ、ＫＣ４ＦＲ、ＫＣ４ＫＲ、ＫＣ８ＵＹ、ＫＣ６ＵＹ、ＫＣ４ＵＹ、ＫＣ
４ＵＥ、ＫＣ８ＵＥ、ＫＣ８ＵＹ－ＨＡ、ＫＣ２ＵＡ、ＫＣ４ＵＡ、ＫＣ６ＵＡＫＣ、２
ＵＡＨ、ＫＣ４ＵＡＨ、ＫＣ６ＵＡＨ、以上コニカミノルタ（株）製、フジタックＴ４０
ＵＺ、フジタックＴ６０ＵＺ、フジタックＴ８０ＵＺ、フジタックＴＤ８０ＵＬ、フジタ
ックＴＤ６０ＵＬ、フジタックＴＤ４０ＵＬ、フジタックＲ０２、フジタックＲ０６、以
上富士フイルム（株）製）が好ましく用いられる。
【０１９９】
　保護フィルムの厚さは、特に制限されないが、１０～２００μｍ程度とすることができ
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、好ましくは１０～１００μｍの範囲内であり、より好ましくは１０～７０μｍの範囲内
である。
【０２００】
　（偏光子）
　偏光子は、一定方向の偏波面の光だけを通す素子であり、その例には、ポリビニルアル
コール系偏光フィルムが含まれる。
【０２０１】
　ポリビニルアルコール系偏光フィルムには、ポリビニルアルコール系フィルムにヨウ素
を染色させたものと、二色性染料を染色させたものとがある。
【０２０２】
　偏光子は、ポリビニルアルコールフィルムを一軸延伸した後、染色するか又はポリビニ
ルアルコールフィルムを染色した後、一軸延伸して、好ましくはホウ素化合物で耐久性処
理をさらに行って得ることができる。
【０２０３】
　偏光子の膜厚は、５～３０μｍの範囲内が好ましく、５～１５μｍの範囲内であること
がより好ましい。
【０２０４】
　ポリビニルアルコールフィルムとしては、特開２００３－２４８１２３号公報、特開２
００３－３４２３２２号公報等に記載のエチレン単位の含有量１～４モル％、重合度２０
００～４０００、ケン化度９９．０～９９．９９モル％のエチレン変性ポリビニルアルコ
ールが好ましく用いられる。また、特開２０１１－１００１６１号公報、特許第４６９１
２０５号公報、特許第４８０４５８９号公報に記載の方法で、偏光子を作製し本発明の光
学フィルムと貼り合わせて偏光板を作製することが好ましい。
【０２０５】
　（接着剤）
　本発明の光学フィルムと偏光子との貼り合わせは、特に限定はないが、当該光学フィル
ムをケン化処理した後、完全ケン化型のポリビニルアルコール系接着剤を用いて行うこと
ができる。
【０２０６】
　また、活性光線硬化性接着剤等を用いて貼り合わせることもできるが、得られる接着剤
層の弾性率が高く、偏光板の変形を抑制しやすい点等から、光硬化性接着剤を用いる貼り
合わせであることが好ましい。
【０２０７】
　光硬化性接着剤の好ましい例としては、特開２０１１－０２８２３４号公報に開示され
ているような、（α）カチオン重合性化合物、（β）光カチオン重合開始剤、（γ）３８
０ｎｍより長い波長の光に極大吸収を示す光増感剤、及び（δ）ナフタレン系光増感助剤
の各成分を含有する光硬化性接着剤組成物が挙げられる。ただし、これ以外の光硬化性接
着剤が用いられてもよい。
【０２０８】
　［偏光板の製造方法］
　以下、光硬化性接着剤を用いた偏光板の製造方法の一例を説明する。
【０２０９】
　偏光板は、（１）光学フィルムの偏光子を接着する面を易接着処理する前処理工程、（
２）偏光子と光学フィルムとの接着面のうち少なくとも一方に、下記の光硬化性接着剤を
塗布する接着剤塗布工程、（３）得られた接着剤層を介して偏光子と光学フィルムとを貼
り合わせる貼合工程、及び（４）接着剤層を介して偏光子と光学フィルムとが貼り合わさ
れた状態で接着剤層を硬化させる硬化工程、を含む製造方法によって製造することができ
る。（１）の前処理工程は、必要に応じて実施すればよい。
【０２１０】
　＜前処理工程＞
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　前処理工程では、光学フィルムの、偏光子との接着面に易接着処理を行う。
【０２１１】
　偏光子の両面にそれぞれ光学フィルムを接着させる場合は、それぞれの光学フィルムの
、偏光子との接着面に易接着処理を行う。　易接着処理としては、コロナ処理、プラズマ
処理等が挙げられる。
【０２１２】
　＜接着剤塗布工程＞
　接着剤塗布工程では、偏光子と光学フィルムとの接着面のうち少なくとも一方に、上記
光硬化性接着剤を塗布する。
【０２１３】
　偏光子又は光学フィルムの表面に直接光硬化性接着剤を塗布する場合、その塗布方法に
特別な限定はない。例えば、ドクターブレード、ワイヤーバー、ダイコーター、カンマコ
ーター、グラビアコーター等、種々の塗工方式が利用できる。
【０２１４】
　また、偏光子と光学フィルムの間に、光硬化性接着剤を流延させた後、ローラー等で加
圧して均一に押し広げる方法も利用できる。
【０２１５】
　＜貼合工程＞
　こうして光硬化性接着剤を塗布した後、貼合工程に供される。
【０２１６】
　この貼合工程では、例えば、先の塗布工程で偏光子の表面に光硬化性接着剤を塗布した
場合、そこに光学フィルムが重ね合わされる。先の塗布工程で光学フィルムの表面に光硬
化性接着剤を塗布した場合は、そこに偏光子が重ね合わされる。
【０２１７】
　また、偏光子と光学フィルムの間に光硬化性接着剤を流延させた場合は、その状態で偏
光子と光学フィルムとが重ね合わされる。偏光子の両面に光学フィルムを接着する場合で
あって、両面とも光硬化性接着剤を用いる場合は、偏光子の両面にそれぞれ、光硬化性接
着剤を介して光学フィルムが重ね合わされる。そして、通常は、この状態で両面（偏光子
の片面に光学フィルムを重ね合わせた場合は、偏光子側と光学フィルム側、また偏光子の
両面に光学フィルムを重ね合わせた場合は、その両面の光学フィルム側）からロール等で
挟んで加圧することになる。
【０２１８】
　ロールの材質は、金属やゴム等を用いることが可能である。両面に配置されるローラー
は、同じ材質であってもよいし、異なる材質であってもよい。
【０２１９】
　＜硬化工程＞
　硬化工程では、未硬化の光硬化性接着剤に活性エネルギー線を照射して、エポキシ化合
物やオキセタン化合物を含む接着剤層を硬化させる。それにより、光硬化性接着剤を介し
て重ね合わせた偏光子と光学フィルムとを接着させる。
【０２２０】
　偏光子の片面に光学フィルムを貼合する場合、活性エネルギー線は、偏光子側又は光学
フィルム側のいずれから照射してもよい。
【０２２１】
　また、偏光子の両面に光学フィルムを貼合する場合、偏光子の両面にそれぞれ光硬化性
接着剤を介して光学フィルムを重ね合わせた状態で、いずれか一方の光学フィルム側から
活性エネルギー線を照射し、両面の光硬化性接着剤を同時に硬化させるのが有利である。
【０２２２】
　活性エネルギー線としては、可視光線、紫外線、Ｘ線、電子線等を用いることができ、
取扱いが容易で硬化速度も十分であることから、一般的には、電子線又は紫外線が好まし
く用いられる。
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【０２２３】
　電子線の照射条件は、前記接着剤を硬化しうる条件であれば、任意の適切な条件を採用
できる。例えば、電子線照射は、加速電圧が好ましくは５～３００ｋＶの範囲内であり、
さらに好ましくは１０～２５０ｋＶの範囲内である。加速電圧が上記範囲内であれば、電
子線が接着剤まで届き、確実に硬化させることができ、また、試料を通る浸透力が強すぎ
て電子線が跳ね返り、透明光学フィルムや偏光子にダメージを与えるおそれもない。
【０２２４】
　照射線量としては、５～１００ｋＧｙの範囲内、さらに好ましくは１０～７５ｋＧｙの
範囲内である。照射線量が上記範囲内であれば、接着剤が十分に硬化し、また、透明光学
フィルムや偏光子にダメージを与えることなく、機械的強度の低下や黄変を防止し、所定
の光学特性を得ることができる。
【０２２５】
　紫外線の照射条件は、前記接着剤を硬化しうる条件であれば、任意の適切な条件を採用
できる。紫外線の照射量は積算光量で５０～１５００ｍＪ／ｃｍ２の範囲内であることが
好ましく、１００～５００ｍＪ／ｃｍ２の範囲内であるのがさらに好ましい。
【０２２６】
　以上のようにして得られた偏光板において、接着剤層の厚さは、特に限定されないが、
通常０．０１～１０μｍの範囲内であり、好ましくは０．５～５μｍの範囲内である。
【０２２７】
　（４－２）表示装置
　本発明の表示装置は、本発明の光学フィルムを具備して作製される。
【０２２８】
　また、本発明の表示装置は、本発明の光学フィルムを用いた円偏光板と、有機ＥＬ素子
とを備えることが好ましい。本発明の光学フィルムを用いることで、観察する際の映り込
みを防止することができ、黒色表現が向上した有機ＥＬ表示装置を得ることができる。
【０２２９】
　表示装置の画面サイズは、特に限定されず、２０インチ以上とすることができる。
【０２３０】
　図８は、本発明の表示装置が有機ＥＬ素子を備える場合の構成の概略的な説明図である
。本発明の表示装置の構成は、図８に示されるものに何ら限定されるものではない。
【０２３１】
　図８に示されるように、ガラスやポリイミド等を用いた透明基板１０１上に、順に金属
電極１０２、ＴＦＴ１０３、有機発光層１０４、透明電極（ＩＴＯ等）１０５、絶縁層１
０６、封止層１０７、フィルム１０８（省略可）を有する有機ＥＬ素子Ｂ上に、偏光子１
１０を本発明の光学フィルムであるλ／４位相差フィルム１０９と保護フィルム１１１に
よって挟持した長尺円偏光板Ｃを設けて、表示装置Ａを構成する。
【０２３２】
　保護フィルム１１１には、硬化層１１２が積層されていることが好ましい。
【０２３３】
　硬化層１１２は、表示装置の表面のキズを防止するだけではなく、長尺円偏光板による
反りを防止する効果を有する。
【０２３４】
　さらに、硬化層上には、反射防止層１１３を有していてもよい。
【０２３５】
　上記有機ＥＬ素子自体の厚さは、１μｍ程度である。
【０２３６】
　一般に、有機ＥＬ素子を具備する表示装置は、透明基板上に金属電極と有機発光層と透
明電極とを順に積層して発光体である素子（有機ＥＬ素子）を形成している。
【０２３７】
　ここで、有機発光層は、種々の有機薄膜の積層体であり、例えば、トリフェニルアミン
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誘導体等からなる正孔注入層と、アントラセン等の蛍光性の有機固体からなる発光層との
積層体や、このような発光層とペリレン誘導体等からなる電子注入層の積層体や、これら
の正孔注入層、発光層、及び電子注入層の積層体等、種々の組み合わせを持った構成が知
られている。
【０２３８】
　表示装置は、透明電極と金属電極とに電圧を印加することによって、有機発光層に正孔
と電子と注入され、これら正孔と電子との再結合によって生じるエネルギーが蛍光物質を
励起し、励起された蛍光物質が基底状態に戻るときに光を放射する、という原理で発光す
る。途中の再結合というメカニズムは、一般のダイオードと同様であり、このことからも
予想できるように、電流と発光強度は印加電圧に対して整流性を伴う強い非線形性を示す
。
【０２３９】
　表示装置においては、有機発光層での発光を取り出すために、少なくとも一方の電極が
透明であることが必要であり、通常、酸化インジウムスズ（ＩＴＯ）等の透明導電体で形
成した透明電極を陽極として用いていることが好ましい。
【０２４０】
　一方、電子注入を容易にして発光効率を上げるには、陰極に仕事関数の小さな物質を用
いることが重要で、通常Ｍｇ－Ａｇ、Ａｌ－Ｌｉ等の金属電極を用いている。
【０２４１】
　上記した位相差フィルムを有する円偏光板は、画面サイズが２０インチ以上、すなわち
対角線距離が、５０．８ｃｍ以上の大型画面からなる表示装置に適用することができる。
【実施例】
【０２４２】
　以下、実施例を挙げて本発明を具体的に説明するが、本発明はこれらに限定されるもの
ではない。なお、実施例において「部」又は「％」の表示を用いるが、特に断りがない限
り「質量部」又は「質量％」を表す。
【０２４３】
　実施例１
　［シクロオレフィン樹脂］
　実施例に用いるシクロオレフィン樹脂として、下記のシクロオレフィン樹脂１及び２を
用いた。
【０２４４】
　シクロオレフィン樹脂１（ＣＯＰ１）：ＡＲＴＯＮ　Ｇ７８１０（ＪＳＲ社製）
　シクロオレフィン樹脂２（ＣＯＰ２）：ＡＲＴＯＮ　Ｒ５０００（ＪＳＲ社製）
　〔光学フィルム１０１の作製：溶融流延〕
　［樹脂組成物］
　シクロオレフィン樹脂１（ＣＯＰ１）　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
　Ｔｉｎｕｖｉｎ９２８（ＢＡＳＦチバジャパン（株）製）　　　　　　１．１質量部
　ＧＳＹ－Ｐ１０１（堺化学工業（株）製）　　　　　　　　　　　　０．２５質量部
　Ｉｒｇａｎｏｘ１０１０（ＢＡＳＦジャパン（株）製）　　　　　　　０．５質量部
　ＳｕｍｉｌｉｚｅｒＧＳ（住友化学（株）製）　　　　　　　　　　０．２４質量部
　Ｒ９７２Ｖ（日本アエロジル社製）　　　　　　　　　　　　　　　０．１５質量部
　得られた樹脂組成物を、二軸式押し出し機にて２３０℃で溶融混練して、ストランド状
に押し出した。ストランド状に押し出された樹脂組成物を水冷した後、カッティングして
ペレットを得た。
【０２４５】
　得られたペレットに、温度７０℃の除湿空気を５時間以上循環させて乾燥させた後、温
度１００℃の温度を保ったまま、一軸押し出し機に投入した。一軸押し出し機に投入され
るペレットの水分量は１２０ｐｐｍであった。
【０２４６】
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　得られたペレットを、一軸押し出し機にて２３０℃で溶融混練した後、Ｔダイから、表
面温度が９０℃である第１冷却ローラー上に押し出した。そして、第１冷却ローラー上に
押し出された樹脂を、表面の金属層の厚さが２ｍｍである弾性タッチローラーで押圧した
後、第２冷却ローラーと第３冷却ローラーでさらに冷却して、厚さ５０μｍのウェブを得
た。
【０２４７】
　冷却固化したウェブを剥離ローラーで剥離した後、図２及び図３で示した斜め延伸機に
てウェブの長手方向に対して４５°の方向に延伸倍率１．４倍で延伸した。得られたフィ
ルムを、本乾燥工程において、熱乾燥温度１２０℃、熱乾燥時間３０分間で、多数のロー
ラー間を搬送しながら乾燥し、その後フィルム温度が３０℃となるまで冷却し、フィルム
の幅方向の両端部を切り落として、膜厚３５μｍ、巻き長４０００ｍの光学フィルム１０
１を作製した。
【０２４８】
　〔光学フィルム１０２の作製：溶液流延〕
　＜微粒子分散液の調製＞
　１１．３質量部の微粒子（アエロジル　Ｒ９７２Ｖ、日本アエロジル（株）製）と、８
４質量部のエタノールとを、ディゾルバーで５０分間撹拌混合した後、マントンゴーリン
で分散した。
【０２４９】
　溶解タンク中の十分撹拌されているジクロロメタン（１００質量部）に、５質量部の微
粒子分散液を、ゆっくりと添加した。さらに、二次粒子の粒径が所定の大きさとなるよう
にアトライターにて分散を行った。これを日本精線（株）製のファインメットＮＦでろ過
し、微粒子添加液を調製した。
【０２５０】
　＜主ドープの調製＞
　下記組成の主ドープを調製した。まず加圧溶解タンクにジクロロメタンを添加した。ジ
クロロメタンの入った加圧溶解タンクにシクロオレフィン樹脂と微粒子添加液を撹拌しな
がら投入した。これを加熱し、撹拌しながら、完全に溶解し。これを安積濾紙（株）製の
安積濾紙Ｎｏ．２４４を使用してろ過し、主ドープを調製した。
【０２５１】
　シクロオレフィン樹脂１（ＣＯＰ１）　　　　　　　　　　　　　　　１００質量部
　ジクロロメタン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２００質量部
　エタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０質量部
　微粒子添加液　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３質量部
　次いで、無端ベルト流延装置を用い、主ドープを温度３１℃、１８００ｍｍ幅でステン
レスベルト支持体上に均一に流延した。ステンレスベルトの温度は２８℃に制御した。
【０２５２】
　ステンレスベルト支持体上で、流延（キャスト）したフィルム中の残留溶媒量が０．１
％になるまで溶媒を蒸発させた。次いで、剥離張力１２８Ｎ／ｍで、ステンレスベルト支
持体上から剥離した。剥離したフィルムを、１６０℃の条件下で、図３（ａ）の装置を用
いて長手方向に対して前記θｉが４５°になる方向に、１．２倍斜め延伸した。延伸開始
時の残留溶媒は１質量％であった。次いで、乾燥ゾーンを多数のローラーで搬送させなが
ら乾燥を終了させ、テンタークリップで挟んだ端部をレーザーカッターでスリットし、そ
の後、巻き取り、膜厚２０μｍ、巻き長４０００ｍの光学フィルム１０１を得た。
【０２５３】
　〔光学フィルム１０３～１１７の作製：溶液流延〕
　光学フィルム１０２の作製において、シクロオレフィン樹脂の種類、剥離時の残留溶媒
量、熱乾燥温度及び熱乾燥時間を、表１に記載の条件にそれぞれ変化させた以外は同様に
して、光学フィルム１０３～１１７を作製した。
【０２５４】
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　≪評価≫
　（１）リターデーション値Ｒｏの測定
　リターデーション値Ｒｏは２３℃・５５％ＲＨの環境下で光波長５５０ｎｍにおける面
内のリターデーション値を表す。
【０２５５】
　Ｒｏは、ＡＸＯＭＥＴＲＩＣＳ社製ＡｘｏＳｃａｎにおいて波長５５０ｎｍの光をフィ
ルム法線方向に入射させて測定した。平均屈折率の値はアッベ屈折計で測定した。これら
平均屈折率の仮定値と膜厚を入力することで、ＡｘｏＳｃａｎはｎｘ、ｎｙ、ｎｚを算出
し下記式（ｉ）に基づいてリターデーション値Ｒｏを計算した。
【０２５６】
　式（ｉ）：Ｒｏ＝（ｎｘ－ｎｙ）×ｄ（ｎｍ）
（式中、ｄは光学フィルムの厚さ（ｎｍ）を表す。ｎｘはフィルムの面内の最大の屈折率
（遅相軸）を表し、ｎｙは、フィルム面内で遅相軸に直角な方向の屈折率を表す。）
　（２）カール
　（耐久試験）それぞれアルミ包装したロール状光学フィルムを８５℃・８０％ＲＨの条
件で３０日間保存し、湿熱処理を実施した。
【０２５７】
　ロール状光学フィルムの各ロールから３ｍ切り出し、切り出した光学フィルムを、温度
２３℃・５５％ＲＨの条件で２時間調湿後、下記のカールについて評価した。
【０２５８】
　耐久試験後の各光学フィルムのカールの測定を、ＪＩＳ　Ｋ　７６１９－１９８８の「
写真フィルムのカール測定方法」中の方法Ａのカール測定用型板を用いて行った。また、
カールは以下の数式Ａで表される。
【０２５９】
　（数式Ａ） カール＝１／Ｒ　（Ｒは曲率半径（ｍ））
　測定結果のカール量により、以下のようにランク付した。
【０２６０】
　○（優れる）：プラス１０以内 
　×（やや劣り、実用上問題がある）：プラス１０超過～プラス１５未満 
 ××（劣る）：プラス１５以上
　（３）表示ムラ
　（ロールｔｏロールによる円偏光板の作製）
　上記作製した斜め延伸した光学フィルムと長尺状の偏光子と保護フィルム（（コニカミ
ノルタタックＫＣ４ＵＹ、厚さ４０μｍ、コニカミノルタ（株）製）とをロールｔｏロー
ルにより貼り合わせ、斜め延伸した光学フィルム／偏光子／保護フィルムの３層構造を有
する長尺状の円偏光板を作製した。
【０２６１】
　（偏光サングラスによる視認性：表示ムラ）
　上記で得られた円偏光板を所定のサイズに切り出し、市販のスマートフォン（ＡＰＰＬ
Ｅ社製、製品名「ｉＰｈｏｎｅ　６」）にあらかじめ貼り合わされていた偏光板を剥がし
た後、当該切り出した円偏光板を貼り合わせた。貼り合わせは、円偏光板の斜め延伸した
光学フィルム面に塗布されたアクリル系粘着剤を介して行った。円偏光板が貼られたスマ
ートフォンを８５℃８５％の高温高湿下環境に３００時間晒し、画像を出力させ、市販の
偏光サングラスをかけて画像の見栄えを目視確認した。
【０２６２】
　判断基準は以下のとおりである。
【０２６３】
　○：表示ムラが全く見えない
　△：表示装置の一対の角にだけうっすら色味が異なる箇所が確認できるが実用上問題な
いレベル
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　×：表示装置の一対の角にだけはっきりと色味が異なる箇所が確認され実用上問題とな
るレベル
　（４）発泡評価
　ロール状光学フィルムの各ロールから３ｍ切り出し、延伸機内での発泡故障がないか、
蛍光灯（４０Ｗの蛍光灯（パナソニック社製の「ＦＬＲ４０Ｓ－ＥＸ－Ｄ／Ｍ」））下で
目視で確認した。
【０２６４】
　○：目視では故障が確認できない
　×：発泡由来の円形の故障が目視で確認できる
【０２６５】
　（５）搬送方向のシワ評価
　ロール状光学フィルムの各ロールから３ｍ切り出し、搬送方向のシワの強さを目視で確
認した。製造した光学フィルムから幅９０ｃｍ、長さ１００ｃｍの大きさの試料を切り出
し、台の上に置いた。４０Ｗの蛍光灯（パナソニック社製の「ＦＬＲ４０Ｓ－ＥＸ－Ｄ／
Ｍ」）を５本並べ、台上の試料に対して４５°の角度から光が照射されるように、台から
１．５ｍの高さに固定した。蛍光灯のスイッチを入れて試料を照らし、試料の表面を目視
で観察し、次の基準で評価した。
【０２６６】
　○：蛍光灯が５本とも真っ直ぐに見える 
　×：蛍光灯が全体的に少しでも曲がって見える
　（６）残留溶媒量
　溶媒成分の残留量を、一定の形状に切り取った光学フィルムを２０ｍｌの密閉ガラス容
器に入れ、１２０℃で２０ｍｉｎ で処理したあと、ガスクロマトグラフィー（機器：Ｈ
Ｐ社 ５８９０ＳＥＲＩＥＳ II、カラム：Ｊ＆Ｗ社 ＤＢ－ＷＡＸ（内径０．３２ｍｍ、
長さ３０ｍ）、検出：ＦＩＤ  ）でＧＣ昇温条件を４０℃で５分間保持したあと、８０℃
／分で１００℃まで昇温として求めた。
【０２６７】
　溶媒成分は１０００ｐｐｍ以下であることが顧客が使用する上で好ましく、○とした。
溶媒成分が１０００ｐｐｍを超える場合は、顧客が使用する上で問題であり×とした。
【０２６８】
　（７）生産性
　生産速度（ｍ／ｍｉｎ）が２０ｍ／ｍｉｎ以上が好ましく、４０ｍ／ｍｉｎ以上がさら
に好ましく、９０ｍ／ｍｉｎ以上が特に優れている。
【０２６９】
　以上、光学フィルムの製造条件、及び上記評価結果を下記表１に示す。
【０２７０】
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【表１】

【０２７１】
　本発明の光学フィルム１０３～１０６、１０９～１１１、１１４～１１６は、本発明に
係る延伸時の残留溶媒量、熱乾燥温度、熱乾燥時間の範囲内に制御することにより、比較
例の光学フィルムに対して、カール、表示ムラ、発泡、搬送方向のシワ、残留溶媒につい
て、優れた性能を有し、かつ生産速度が高いことが分かる。
【０２７２】
　また、本発明の光学フィルムは、斜め４５°方向に延伸することにより、リターデーシ
ョン値Ｒｏがλ／４値を示し、円偏光板を容易に作製することができる。
【０２７３】
　また、光学フィルム１０５と１１５の比較から、当該効果はシクロオレフィン樹脂の種
類（ＣＯＰ１及びＣＯＰ２）によらず再現することが分かった。
【０２７４】
　実施例２
　〔光学フィルム２０１～２１３の作製：溶液流延〕
　実施例１の光学フィルム１０５の作製において、延伸時の残留溶媒、熱乾燥温度、熱乾
燥時間の条件に加えて、幅手の温度差（図７参照。）、幅手膜厚差（図７参照。）、熱乾
燥時の張力を表２記載のようにそれぞれ変化させた以外は同様にして、光学フィルム２０
１～２１３を作製し、実施例１の評価に加えて以下の評価を実施した。
【０２７５】
　≪評価≫
　（８）幅手のリターデーション値Ｒｏ差、幅手の配向角差
　上記作製した光学フィルム２０１～２１３について、フィルムの光学的性質を評価する
ために、幅手方向における面内方向のリターデーション値Ｒｏと配向角（θ）を、ＡＸＯ
ＭＥＴＲＩＣＳ社製ＡｘｏＳｃａｎを用いて、２３℃・５５％ＲＨの環境下で、波長５５
０ｎｍで測定した。 ここで得られた光学フィルムの２０点の面内リターデーション値Ｒ
ｏを測定し、その平均値（Ｒｏａｖｅ）を算出するとともに、最小値（Ｒｏｍｉｎ）と最
大値（Ｒｏｍａｘ）の差のリターデーション値（ΔＲｏ）のバラツキを算出し評価した。
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【０２７６】
　また配向角（θ）についても最小値（θｍｉｎ）と最大値(θｍａｘ）及びその差をΔ
θ（°）を算出し評価した。
【０２７７】
　得られた光学フィルムの幅手方向のリターデーション値差（（ΔＲｏ）は、１５ｎｍ以
下であることが好ましく、１０ｎｍ以下であるとさらに好ましく、５ｎｍ以下であること
が特に好ましい。
【０２７８】
　また、得られた光学フィルムの幅手方向の配向角差（Δθ）は、１．０°以下であるこ
とが好ましく、０．８°以下であるとさらに好ましい。
【０２７９】
　（９）幅手の膜厚偏差
　株式会社ミツトヨ製の接触式膜厚計により、光学フィルムの膜厚を幅手方向に２０～２
００箇所測定し、その測定値と全体の平均値との差（偏差）の、平均値（平均膜厚）に対
する割合を幅手膜厚偏差として求めた。得られた光学フィルムの幅手膜厚偏差は、２．５
μｍ以内であることが好ましく、２μｍ以内であるとさらに好ましく、１．５μｍ以下で
あることが特に好ましい。
【０２８０】
　以上、光学フィルムの製造条件、及び上記評価結果を下記表２に示す。
【０２８１】
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【表２】

【０２８２】
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　表２の結果から、本発明の光学フィルムの作製において、延伸時に幅手方向に３～１５
℃の範囲内の温度差を付けること、延伸前に幅手方向で仕上がりの膜厚に対し２．５～７
．５％の範囲内の膜厚差をつけること、熱乾燥時のフィルムの張力を５０～１５０Ｎ／ｍ
の範囲内とすることによって、本発明の課題を達成するとともに、幅手方向に均一な光学
特性（リターデーション値及び配向角）及び均一な膜厚を有する光学フィルムが得られる
ことが分かった。
【符号の説明】
【０２８３】
　１　溶解釜
　３、６、１２、１５　濾過器
　４、１３　ストック釜
　２、５、１１、１４　送液ポンプ
　８、１６　導管
　１０　添加剤仕込釜
　２０　合流管
　２１　混合機
　３０　加圧ダイ
　３１　金属ベルト
　３２　流延膜
　３３　剥離位置
　３４　第１乾燥装置
　３５　延伸装置
　３６　第２乾燥装置
　３７　搬送ローラー
　３８　巻取り装置
　４１　仕込釜
　４２　ストック釜
　４３　ポンプ
　４４　濾過器
　５０　延伸装置
　６０Ｌ　無端ループ
　６０Ｒ　無端ループ
　７０　基準レール
　８０　クリップ（担持部）
　９０　ピッチ設定レール
　Ａ　表示装置
　Ｂ　有機ＥＬ素子
　Ｃ　円偏光板
　１０１　透明基板
　１０２　金属電極
　１０３　ＴＦＴ
　１０４　有機発光層
　１０５　透明電極
　１０６　絶縁層
　１０７　封止層
　１０８　フィルム
　１０９　λ／４位相差フィルム
　１１０　偏光子
　１１１　保護フィルム
　１１２　硬化層
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　１１３　反射防止層
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